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現代において、あらゆる経済活動に情報処理技術（ IT： Information 
Technology）を欠くことは出来ない。IT の社会浸透、IT の社会インフラ化、
グローバル競争化といった IT 産業の変化はますます激しくなっている。さら
に、クラウドコンピューティングの台頭、スマートフォンやタブレット型端末
といったモバイル端末の普及などソフトウエア、ハードウエア両面からの新技
術の展開もますます加速の一途をたどっている。 
経済活動のみならず、ITの社会生活への浸透は広がっている。住宅内の家電
製品、水光熱などの社会インフラ、携帯電話や電子マネーなど身の回りには IT
により制御されている品々が溢れ、もはや ITは生活に不可欠となっている。IT
が今日の生活に不可欠になるに従い、IT業界にも構造変化が生じている。すな
わち、従来の大型ホストコンピュータを中心としたシステム構造に準拠したヒ
エラルキーな業界構造から、ゲームや携帯アプリ等を開発するベンチャー企業
を含む様々な分野からの業界参入が行われ、従来のコンピュータメーカを中心
 ii 
とした系列的な垂直構造からネットワーク型の業界構造に変化しつつある。 
このような IT 業界の構造変化に伴い、システム開発プロジェクトにも変化
が起こっている。開発プロジェクト体制のオフショア化およびグローバル化、
プロジェクトの短期化、開発対象システムがカバーする対象業務のグローバル
化、システム全体のサービス化など IT エンジニアに求められる技術、マネジ
メントの幅は広がっていると言えよう。 
1980 年代後半から 1990 年代にかけて、情報サービス業の人的資源問題は、
いかに早く IT エンジニア（ソフトウエアエンジニア）の「量」を増やすか、
に主眼がおかれていた。その結果、ソフトウエア業界では、情報処理の専門教
育を受けていない学生を大量にソフトウエアエンジニアとして新卒採用した。
この、採用時に大学での専門性を強く問わない傾向は現在も続いている。ソフ
トウエア業界では長く人材不足が叫ばれていたが、近年、その内容は「量」の
問題から「質」の問題に変化している。その理由として、上記の専門教育を受
けていないで業界に参入したエンジニアが多いという問題のみならず、クラウ
ドシステムの台頭、システム開発の短納期低コスト化などの IT 市場の変動に
より ITエンジニア需要が変化し、高度に ITを利活用できるエンジニアの不足
が常態化していることが理由に挙げられる。 
ソフトウエア企業側の視点で人材の「質」問題を捉えると、一般的に、適正
な人材体制を得るためには、採用段階での適正な評価の実施と、入社後の育成、
戦略を考慮した人材の配置がある。ソフトウエア業界は、人的資源の「量」問
題があったために、情報処理の専門教育を受けていない人も積極的に採用し、
社内教育することで、人的資源問題に対応してきた。しかし、「質」問題が浮上
している今日、社員数がほとんど減少していない事実を考慮すると、ソフトウ
エア企業において、社内での効果的な人材育成は喫緊の重要課題である。 
以上のような IT 業界における課題の遷移と、先行研究のアプローチを踏ま
え、本研究では、業界で広く知られている ITスキル標準（IT Skills Standard：
ITSS）を標準の物差しとして用い、IT エンジニアの職種とスキルの実態につ
いて、業界・企業・プロジェクト現場の３つの観点で調査を実施した。さらに、
ITSS のスキル定義を活用し、IT 企業における効果的な人材育成のヒントを検
討した。 
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まず、ソフトウエア業界全体の視点で ITエンジニアの職種遷移を俯瞰した。
その結果、一般的に「プログラマ→システムエンジニア→プロジェクトマネー
ジャ」という職種移行をしている IT エンジニアが多いと言われているが、こ
れに近い傾向が見られた。具体的な ITSS 職種でみると「ソフトウエアデベロ
ップメント→アプリケーションエンジニア→プロジェクトマネージャ」という
順に年齢と経験年数が移行している人が多い傾向にあることが分かった。さら
に、コンサルタントやエデュケーションなど、ある程度、経験を積んだ年齢に
なってから就業する職種があることも明らかになった。一方で、ITアーキテク
トのように、職種移動が少なくその職種にとどまりスキルを磨く職種の存在も
確認できた。スキル自己評価の観点では、どの職種においても、その職種に就
いた時から数年の経験で自己評価レベルが下がることが確認できた。若年就業
者や、管理職に就いたすぐの人のリアリティ・ショックの存在についてはいく
つもの研究が行われているが、年齢や職業経験年数にかかわらず、職種が変わ
って数年で自己評価が下がることは IT エンジニア固有のリアリティ・ショッ
クの可能性もある。この点については職種を変更した理由などさらに検討が必
要であろう。この着眼点を得たことは、今後さらに IT エンジニアのキャリア
研究を深めることに繋がると考えられる。 
次に、対象をシステムインテグレーション企業に絞込み、具体的な職種選択
の動きについて、ITSS に基づいた企業調査データを用いて分析した。その結
果、システムインテグレーション企業では、ソフトウエアデベロップメントと
アプリケーションエンジニア、プロジェクトマネージャ、ITアーキテクトの 4
職種を経験する人が多いことが分かった。さらに、ITSSで ITエンジニアの共
通スキルとして定義されているコミュニケーションスキルを取り上げ、ITプロ
ジェクトの役割ごとのスキルレベルの比較を実施した。その結果、プロジェク
トマネージャは、管理職レベルだけでなく、一般社員レベルでもコミュニケー
ションスキルの自己評価が高いことが分かった。また、プロジェクトマネージ
ャと組織マネージャのヒューマンスキルを比較し、プロジェクトマネージャは
経験年数に関係なく、組織マネージャと同様の傾向を示すことが分かった。こ
のことからシステムインテグレーション企業においては先行研究同様に事業部
門ごとのプロジェクト組成が中心であり、プロジェクトマネージャが組織マネ
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ージャと深い関係にあることが伺えた。一方で、システムの環境変化を考慮す
ると、今後、組織横断的なクロスファンクショナルチームは増加すると考えら
れる。クロスファンクショナルチームの運営に重要なコミュニケーションスキ
ルは、自組織内でのプロジェクト組成時にプロジェクトマネージャ経験をさせ
ることでスキル育成に活用できると考えられる。 
次に、調査対象を IT プロジェクトに設定し、コミュニケーションスキルの
職場における育成方法について検討した。実験の結果、リーダとメンバーのコ
ミュニケーション状態がよいとチームの騒乱期が早く収束し、プロジェクト内
のチーム状態が安定しチームへの満足度が高まることが分かった。コミュニケ
ーションのよい状態を作るには、リーダのコミュニケーションスキルが必要だ
が、もし、それが不足していたとしても、スキル補完策およびリーダのコーチ
役としてコミュニケーション・ファシリテータを活用することは、一定の効果
があることが分かった。 
以上のように、本研究ではソフトウエア産業における IT エンジニアの職種
選択とスキル評価の実態を 3段階で把握し、個別スキルの職場での育成策につ
いて検討した。専門教育を受けていない人も多く就職するソフトウエア産業は
多様なキャリア観とスキルを保有する人が協力しあって情報システムを開発し
ている。彼らの職種選択およびスキルの自己評価の実態を業界・企業・プロジ
ェクトの視点で把握できたことは、企業の人材育成策にとって有益な結果を得
られたと考えられる。今回の研究では就業後の IT エンジニアを対象に実施し
た。高等教育内容がキャリア観および職種に影響すると考えられるため、高等
教育との関連性については今後の研究テーマとしたい。 
また、本研究では調査に業界標準として知られる ITSSを用いたが、ITSSの
職種定義およびスキル定義では現代の IT エンジニアの実態を把握するのが難
しいことも見いだせた。例えば、IT エンジニアの育成には ITSS だけでなく、
コンピテンシーやキャリア観なども考慮する必要がある。より多角的に IT エ
ンジニアの職種とスキルを整理する必要があろう。ITSS の限界を見いだせた
ことは今後の ITエンジニア研究深耕の一助になると考えられよう。 
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 1 
第１章 
 
緒論 
 
 
 
情報サービス業では人的資源が重要である。本研究は、日本におけ
る IT エンジニアのスキルと職種選択について、業界全体の視点および
企業における具体的な視点より実態を明らかにすることを目的として
いる。IT エンジニアの職種選択とスキルの実態把握を通して、効果的
な育成施策の一助を見出すことを試みる。  
まず本章では、このような問題意識と問題意識を持つに至った背景
について記述するとともに、本研究の意義をまとめる。  
現代において、あらゆる経済活動に情報処理技術（ IT：Information 
Technology）を欠くことは出来ない。 IT の社会浸透、 IT の社会イン
フラ化、グローバル競争化といった IT 産業の変化はますます激しくな
っている。さらに、クラウドコンピューティング 1の台頭、スマートフ
ォンやタブレット型端末といったモバイル端末の普及などソフトウエ
ア、ハードウエア両面からの新技術の展開もますます加速の一途をた
どっている。  
経済活動のみならず、IT の社会生活への浸透は広がっている。住宅
内の家電製品、水光熱などの社会インフラ、携帯電話や電子マネーな
ど身の回りには IT により制御されている品々が溢れ、もはや IT は生
活に不可欠となっている。さらには、2011 年 3 月 11 日の東日本大震
災の際、Twitter や Facebook といった SNS（ Social Networking 
                                                   
1 コンピュータシステムを自社で保有せず、インターネットを介して専業者が
提供するシステムを利用するサービス [Hayashi 2009] 
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Service）が人々の情報連携の役に立ったことは記憶に新しい。  
IT が今日の生活に不可欠になるに従い、IT 業界にも構造変化が生じ
ている。すなわち、従来の大型ホストコンピュータを中心としたシス
テム構造に準拠したヒエラルキーな業界構造から、ゲームや携帯アプ
リ等を開発するベンチャー企業を含む様々な分野からの業界参入が行
われ、従来の垂直構造が変化している。  
このような IT 業界の構造変化と併せて、扱うシステムも変化してい
る。システムの対象となる業務範囲のグローバル化、システム全体の
サービス化、モバイル化などである。その結果、システム開発プロジ
ェクトにも変化が起こっている。開発プロジェクト体制のオフショア
化およびグローバル化、プロジェクトの短期化、Web 開発の発展など
である。これらの変化により IT エンジニアに求められる技術、マネジ
メントの幅は広がっていると言えよう。日本情報処理開発協会は、 IT
エンジニアの職業領域が大きく変化したと報告している [JIPDEC 
2003]。当時の調査では、 IT 技術の進歩にともない、 IT エンジニアの
職業背景が、従来のホストコンピュータを中心としたハードウエアと
ソフトウエアで構成されたシステムから、複数種類のハードウエアと
ネットワークで構成されたシステムへと変化し、職業対象とする範囲
が複雑化、広域化していることを明らかにしている。さらに 10 年を経
た現在では、さらに対象となる技術の幅は広がっていると考えられよ
う。情報処理推進機構では、2008 年に IT エンジニアの仕事を共通キ
ャリアフレームワークとして定義した [IPA 2008]。そこには、顧客の
ビジネス戦略と IT を結びつける「ストラテジスト」や、ネットワーク
やデータベースの各種専門家、更には稼働するシステムの運用をマネ
ジメントする「サービスマネジメント」など、幅広く情報システムを
カバーする様々な職種を含んでいる。  
情報処理推進機構の報告書 [IPA 2004a]によれば、1987 年の産業構
造審議会情報化人材対策委員会によるソフトウエアクライシスの発表
を契機に、情報サービス業の IT エンジニア不足問題が社会的に表面化
したという。ソフトウエアクライシスとは、産業構造審議会情報産業
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部会情報化人材対策小委員会が  1987 年 4 月にまとめた報告書「高度
情報化社会を支える人材の育成について」の中で、現状を放置すれば
システムエンジニア 42 万人、プログラマ 55 万人の計  97 万人が不足
する 2と発表で指摘した [Tsusan 1993]。同様に、産業構造審議会産業
部会情報化人材対策小委員会の報告 [Jyouhou 1987]は、日本における
IT エンジニア数が欧米に比べ少ないことを指摘し、特に、ソフトウエ
アエンジニアは、2000 年には 97 万人が不足するだろうと予測してお
り、育成が急務と述べた。つまり、1980 年代後半から 1990 年代にか
けて、情報サービス業の人的資源問題は、いかに早く IT エンジニア（特
にソフトウエアエンジニア）の「量」を増やすか、に主眼がおかれて
いた。その結果、IT 業界では、情報処理の専門教育を受けていない学
生を大量にソフトウエアエンジニアとして新卒採用した。この、採用
時に大学での専門性を強く問わない傾向は現在も続いている。  
しかし今日においてこの IT エンジニアの「量」不足問題は変化して
いる。経済産業省の特定サービス産業動態統計 [METI 2013]によると、
情報サービス業の過去 3 年間の売上高対前年度比に増減があっても、
技術系の社員数はほとんど変動していない。例えば、2011 年から 2012
年は売上が減少しているが技術系従業者数は増加している。情報処理
推進機構の「 IT 人材白書 2012」では、 IT 業界では長く人材不足が叫
ばれていたが、その内容は「量」の問題から「質」の問題に変化して
いると指摘している。その理由として、クラウドシステムの台頭、シ
ステム開発の短納期低コスト化などで IT 市場の変動で IT エンジニア
需要が変化し、高度 IT エンジニアの不足が常態化しているという [IPA 
2012b]。これを IT エンジニアの視点でみると、市場ニーズに対応す
るため職種転換の必要性が生じていると考えられる。しかし「 IT 人材
白書 2013」では、変化の必要性を感じているが実際の行動に移せてい
ない IT エンジニアが殆どであると指摘し [IPA 2013a]、特にグローバ
ルな WEB技術に対応できる高度 ITエンジニアの育成は国全体の課題
                                                   
2 その後、1993 年の需給見直しで 54 万人の不足と下方修正された。  
 4 
であるとしている。  
文部科学省では、2005 年の日本経団連の「産学官連携による高度情
報通信人材の育成に向けて」という提言 [Keidanren 2005]をうけ、
2006 年から 2010 年にかけ「先導的 IT スペシャリスト育成推進プロ
グラム」を実施した [MEXT 2006]。このプログラムは 2010 年までの
修了者総数が約 260 名と、一定の成果は得たものの、産業界全体が必
要とする人数には追いついていないのが実情である。  
三輪 [Miwa 2003]は IT エンジニアの職業経験は、「プログラマ→シ
ステムエンジニア→プロジェクトマネージャ」の単一なキャリアパス
であり、優秀なソフトウエアエンジニアはプロジェクトマネージャを
目指すとしている。しかし、経済産業省の IT スキル・スタンダード協
議会が IT 人材類型として定義した 11 種類の人材像である「 IT スキル
標準（ IT Skill Standard： ITSS） [METI 2003]では、「プログラマ」
は「ソフトウエアデベロップメント」や「アプリケーションスペシャ
リスト」に分割され、「システムエンジニア」も「アプリケーションス
ペシャリスト」や「 IT スペシャリスト」などに細かく再定義されてい
る。このように、今日では三輪が指摘した以外のキャリアパスも存在
するが、この職種構造の観点では IT エンジニアが、どのような職業経
験を通じて、スキルを形成するのかについて十分な知見は得られてい
ない。  
IT 企業側の視点で人材の「質」問題を捉えると、一般的に、適正な
人材体制を得るためには、採用段階での適正な評価の実施と、入社後
の育成、戦略を考慮した人材の配置がある [Robbins 1997]。IT 業界は、
人的資源の「量」問題があったために、情報処理の専門教育を受けて
いない人も積極的に採用し、社内教育することで、人的資源問題に対
応してきた。しかし、「質」問題が浮上している今日、社員数がほとん
ど減少していない事実を考慮すると、 IT 業界に属する企業において、
社内での効果的な人材育成は喫緊の重要課題である。  
専門的な教育を受けていない人を含む IT エンジニアが IT 業界でス
キルを獲得するには、社外での知識獲得か、社内での教育および現場
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経験を積む方法がある。社内教育には、 Off-JT と OJT（On-the 
Job-Training） が あ る が 、 戸 塚 ・ 中 村 ・ 梅 澤 [Totsuka 1990]、
McBreen[McBreen 2002]らにより、ITエンジニアのスキル獲得は OJT
が中心であることが明らかになっている。しかし、技術革新が激しい
IT 業界においては、社内外のコミュニティの活用などで常に技術情報
を更新する必要があり、職場が中心となる OJT との効果的な併用につ
いては未だ解が出ていない [Yoshida 2008]。  
以上のような IT 業界における課題の遷移と、先行研究のアプローチ
を踏まえ、本研究では、職種遷移とスキルの把握をまず行う。具体的
には、ソフトウエア業界で広く知られている ITSS を共通の物差しと
して用い、IT エンジニアの職種とスキルの実態について、業界および
企業の観点から ITSS データとして実績の蓄積を行う。さらに、 ITSS
で共通スキルと定義されたスキル項目を利用し、IT 企業のプロジェク
ト現場（職場）における効果的な人材育成の知見を得ることを目的と
する。  
業界共通のスキル定義である ITSS は大企業においては普及しつつ
あるものの中小企業での普及はまだ途にある。よってこれを用いたデ
ータを収集することは、 IT 業界の実証データの蓄積となろう。また、
高等教育機関において専門教育を受けた人材と受けていない人材が混
在し、企業内育成が中心である IT 業界において、そのスキル実態を明
らかにすることは、ソフトウエア産業の職場研究への寄与につながる
と思われる。ここに本研究の意義があるといえよう。  
 
 
本論文の構成は、まず先行研究に基づき業界背景を俯瞰し、続いて
業界・企業・プロジェクト（現場）の 3 つの視点で IT エンジニアの職
業遷移およびスキルに関する調査結果とそこから得られた知見につい
て記載する。  
具体的には、第 2 章で、先行研究にもとづき、日本における IT 産業
の歴史および IT エンジニアのスキル形成およびキャリア形成を俯瞰
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する。また、IT エンジニアを含めた専門技術者のキャリア研究につい
て記載する。次に、第 3 章にて、日本における IT エンジニア全体から
捉えた職種変遷と彼らの専門職スキルの自己評価の実態について、全
国スキル調査データを用いて述べる。この調査により職種により職業
しやすい職種とそうでない職種があることを得た。第 4 章では、対象
を企業に絞り込み、システム開発を企画段階からシステム開発まで請
け負うシステムインテグレーション企業 3を対象に、特定企業における
複数職種の経験データから、IT エンジニアの職種経験とスキル自己評
価の変遷を確認する。この調査により、第 3 章で得た知見が実際に企
業で職種選択されていることが確認できた。さらに、IT エンジニアに
とって重要と言われているコミュニケーションスキルに注目し、機能
組織単位のプロジェクト組成の観点から、組織マネージャとプロジェ
クトマネージャのコミュニケーションスキルを比較した。その結果、
組織マネージャとプロジェクトマネージャのコミュニケーションスキ
ル自己評価は類似していることが分かった。第 5 章では、日本の IT
技術者の中でも多くの人数を占めるプロジェクトマネージャを取り上
げ彼らのスキル育成について述べる。特に具体的なスキルとしてコミ
ュニケーションスキルに注目し、その育成方法と育成の補完策につい
て実際のプロジェクトへの適応事例を紹介し有効性を示す。最後に第
6 章にて本論文の結論を述べる。   
 
 
 
 
 
                                                   
3 単にソフトウエアを開発するだけでなく、経営戦略から情報システムへの橋
渡しから、ハードウエア・ソフトウエアを含めた情報システム構築までを統合
的に担当している企業 [Nikkei 1989] 
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第２章 
 
日本のソフトウエア産業と人材 
 
 
 
本章では、まず、日本の IT 産業の業種および業態について概観し、
現代のソフトウエア産業の状況と日本における IT エンジニアの労働
について述べる。つづいて、日本のソフトウエア産業における人的資
源管理について述べる。さらに、IT エンジニアのキャリア開発および
スキル育成について、述べ、最後に、日本の IT エンジニア育成課題を
整理する。  
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2.1. 日本のソフトウエア産業の構造 
 
日本の情報サービス産業は 1960 年代に登場した。当時はコンピュ
ータが高額だったため、かなりの大企業か政府機関しか独自のシステ
ムを所有することができなかった。そのため、まずは計算センターと
呼ばれる情報サービス企業が生まれ、情報サービス業の歴史がスター
トした。本章では、ソフトウエア産業の歴史および構造について概観
する。  
 
 
2.1.1. 情報サービス業の業種・業態 
 
まず情報システムの歴史を概観する。日本で最初にコンピュータが
導入されたのは、1955 年に東京証券取引所と野村證券である。その後、
1960 年代に EDP（Electronic Data Processing）ブームが起こり、企
業は次々とコンピュータ導入を始めた。 1970 年代に入ると、 MIS
（Management Information System）ブームが起こり、米国の MIS
を輸入する形でシステムの導入が広がった。1980 年代になると OA ブ
ームが到来、経理など限られた部門だけでなく、オフィスレベルの非
定形作業の合理化が注目されるようになった。さらに、1980 年代後半
になると、システムインテグレーション（System Integration）とい
う言葉がブームになった。経営戦略から情報システムへの橋渡しを行
い、トータル的な価値を提供するというコンセプトである。1990 年代
になると、組織内のコンピュータシステムの構成は、特定の機能を持
ったサーバと LAN（Local Area Network）で結合されたエンドユーザ
ー側の多数のクライアントパソコンからなるクライアントサーバシス
テムが主流となってきた。また、1990 年代の商用プロバイダーによる
接続サービスの開始によって、インターネットが一般の人々に爆発的
に普及した。これは、ネット社会のはじまりを示しており､情報システ
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ムのあり方にも大きな影響をおよぼした [Hosono 2003]。  
このように、情報サービス業は、業界の変化速度が速く業界の定義
が難しい。情報サービス業の成長の速さは、日本標準産業分類におい
て、1993 年にサービス業の 1 中分類に登録されてから、10 年後の 2003
年の第 11 回改定で、「情報通信業」と「インターネット付随産業」い
う大分類に独立した [MIC 2003]ことからも分かる。  
本研究が対象とする情報サービス業は、経済産業省 [METI 2013]の
特定サービス産業動態統計調査で「情報サービス業」に分類されるも
のを指す。この調査では、情報サービス業は、「ソフトウエア開発・プ
ログラム作成」、「計算事務等情報処理」、「システム等管理運営委託」、
「データベースサービス」、「各種調査」、「その他」に分類される。一
方、2007 年の総務省統計局の日本標準産業分類では、2003 年の日本
標準産業分類（第 11 回改定）での分類を継続し、「情報通信業」は、
「ソフトウエア業」、「情報処理・提供サービス業」に分れ、さらに細
分類では、「受託開発ソフトウエア業」や「計算サービス」を含んでい
る [MIC 2007]。このように情報サービス業の業務内容は調査者によっ
て様々に分類されており、産業構造を一義に定義することが難しい。
本研究では、対象とする IT エンジニアをソフトウエア開発業務への従
事者と限定することから、経済産業省の「情報サービス業」、つまり日
本標準産業分類で「情報通信業」と定義されている業態を「ソフトウ
エア産業」（ IT 業界）と呼ぶこととする。  
IT エンジニアの仕事内容および、その労働形態も多様である。本研
究で対象とする IT エンジニア（ソフトウエア開発業務従事者）は、経
済産業省の定義 [METI 2013]で、主に「ソフトウエア開発・プログラ
ム作成」に従事するものを指す。しかし、企業によっては複数の仕事
を兼務するエンジニアもいる。Pressman は、90 年代以降のソフトウ
エア開発は、注文を受けたコンピュータプログラムの開発だけではな
く 、 企 業 の 情 報 化 投 資 の 計 画 か ら 参 入 し て い る と 述 べ て お り
[Pressman 2005]、ソフトウエアエンジニアの業務の幅は広がってい
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るという。オープンシステム 1の進展に伴い、システムが稼動するイン
フラ環境の構築も含めた開発も増えていると述べている。2008 年 10
月に情報処理推進機構は高度 IT 人材育成・評価のための共通の枠組み
として「共通キャリア・スキルフレームワーク（Common Career Skill 
Framework : CCSF）第一版」を発表したが、そこには事業戦略と IT
を結びつける「ストラテジスト」やシステムの運用を管理する「サー
ビスマネージャ」が人材像として定義されている [IPA 2008a]。 IT エ
ンジニアの仕事の幅が、コンピュータプログラムだけを作る業務以外
に広がっていることが伺える。さらに、情報処理推進機構は、2012 年
に「CCSF（増補版）」を発表、IT エンジニアに求められる業務内容を、
ビジネスの更なるグローバル化や、クラウドコンピューティング等 IT
におけるサービス化の進展といった、IT を取り巻く環境の急激な変化
に対応させた [IPA 2012a]。  
次項では、まず、ソフトウエアについて定義し、続いて IT エンジニ
アの労働背景となるソフトウエア産業について概観する。次に IT エン
ジニアの労働実態と、スキル形成に関する先行研究調査結果を概観す
る。  
 
 
2.1.2. ソフトウエア産業の業界構造と開発工程  
(1). 情報システムとソフトウエアの定義  
最初に、ソフトウエア産業が扱う「情報システム」について定義す
る。情報システムは、狭義にはコンピュータシステムと同義であると
説明されることが多い。JIS1994 の定義では、「情報システムとこれに
関連する人的資源・技術的資源・財的資源などの組織資源からなり、
情報を提要し配布するもの」とされている [JIS 1994]。また、JIS1996
ソフトウエアライフサイクルプロセスの定義では、情報システムは次
                                                   
1 同一系列メーカのハードウエアの組み合わせで情報システムを構築するので
はなく、複数メーカの製品を組み合わせて情報システムを構築すること
[Pressman 1997] 
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のように定義されている。すなわち「一つ以上のプロセス、ハードウ
エア、ソフトウエア、設備および人を統合化して、規定のニーズまた
は目的を満たす能力を提供するまとまり」 [JIS 1996]。つまり、情報
システムを扱う場合には、コンピュータシステムだけでなくそれを含
む組織資源も扱う必要があると考えられる。  
また、「ソフトウエア」に目を向けると、ソフトウエアは次の３つを
含むと定義することが出来る [Pressman 2005]。  
・ 実行されることによって必要な特性、機能と性能を提供する命令
語群（コンピュータプログラム）  
・ プログラムが十分に情報を扱えるようにするためのデータ構造  
・ プログラムの操作や使用法を記述したドキュメント  
 
つまり、ソフトウエアはコンピュータシステムの一要素として、シ
ステムを構成し、そこにはコンピュータプログラムだけでなくデータ
やドキュメントも含む。従って、IT エンジニアは、コンピュータプロ
グラム以外にデータやドキュメントも把握する必要がある。以上を踏
まえて、IT エンジニアの取り扱う範囲を図 2-1 に示す。情報システム
を保有する企業の中だけが対象になるのではなく、対象企業の経営資
源を通じて経営環境とも関連がある点を考慮する必要がある。なお、
前節でも述べたとおり本研究の対象はソフトウエアエンジニアであり、
ソフトウエアに関連してハードウエアを扱うケースはあるとしても、
ハードウエアそのものを開発するエンジニアは当研究の研究対象外と
する。  
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図 2-1： IT エンジニアが扱う範囲  
 
 
(2). ソフトウエア業界の構造 
ソフトウエア業界は、先に述べたように分類の方法によって様々な
情報処理業を含む。梅澤は、１企業が複数の情報処理サービスを実施
しているケースや、商社やメーカなど異業種の企業が情報サービス業
を兼ねるケースがあると記載している [Umezawa 2000]。近年ではス
マートフォンやタブレット端末なのモバイル端末の普及により、その
傾向はさらに拡大していると考えられる。  
ソフトウエア業界の一番の特徴として、作業分担による分業構造が
ある。戸塚・中村・梅澤は各企業がソフトウエア開発工程のどの工程
をそれぞれ担当するかに着目した分担関係と、産業内外の取引関係に
よる分業構造を明らかにした [Totsuka 1990]。従来、多くのシステム
開発では、ウォーターフォール型のシステム開発方式を適用してきた
情報システム（広義）  
経営資源  情報システム（狭義）  
ハードウエア  ソフトウエア  
プロセス  
プログラム  
データ構造  
ドキュメント  
人・設備  
経営環境  
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（図 2-2）。ウォーターフォール型とは、システム開発の工程を水が上
から下に流れる様子になぞらえたもので、企画や調査、システムの設
計など始めに行う工程を上流工程、設計を元に、実際にコンピュータ
が稼動するプログラムを作成するプログラミング作業や、設計どおり
にプログラムが動くかテストする作業など、後から行う工程を下流工
程と呼んでいる。  
戸塚・中村・梅澤の調査では、上流工程を担当する企業は比較的大
企業が多く、下流工程を担当する企業は規模が小さい企業または要員
派遣型の企業が多いという結果を得ている。これに取引による力関係
を加え、元請けと下請けの多重構造が複数存在する複雑な業界構造を
していると指摘している [Totsuka 1990]。  
取引形態は、システム開発だけでなく、完成したシステムを運用す
る工程も含めるとさらに複雑になる。図 2-2 に示すように、システム
開発から廃棄までの流れを「システム・ライフサイクル」と呼ぶ。「開
発」を担当する企業と「運用」を担当する企業に分業することもある。
このように、「開発」だけで見た分業構造に、ライフサイクルで見た分
業構造が加わる。  
梅澤は情報サービス業の開発工程と最終製品の関係から、「開発」に
着目した分業構造を図 2-3 の 6 類型に分類している [Umezawa 2000]。
すなわち、システム開発の全工程を担当する「システムベンダー型」、
システム化の方針が決まった以降を担当する「ソフトウエアベンダー
型」、プログラムを作る部分を主に担当する「プログラムベンダー型」、
主にパソコン用のソフトウエアを開発する「パソコンソフトウエアベ
ンダー型」、顧客のニーズに応じて要員の派遣業務を行う「要員派遣型」、
自社に保有するシステムを使ってシステム処理サービスを提供する
「情報処理サービス型」である。一企業が 1 類型に属することもあれ
ば、複数の類型に属する場合もある。これに、システム・ライフサイ
クルの「運用」を加えると類型はさらに増加する。  
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出典： [Pressman 2005] 図 2-4（p42）に加筆  
図 2-2：「ウォーター・フォール・モデル」と  
「ソフトウエア・ライフサイクル」  
 
 
戸塚・中村・梅澤の調査は 15 年以上前に実施されたものである
[Totsuka 1990]が、梅澤の調査結果 [Umezawa 2000]と比較すると、業
界が急速に成長したとはいえ、80 年代から 2000 年までのおおよそ 20
年間、これらの類型は大きく変わっていないと言えよう。  
 
しかし、クラウドサービスの登場により近年急速にこの類型が崩れ
『ソフトウエア・ライフサイクル』  
 
 
 
 
 
『ウォーター・フォール・モデル』  
要求  
分析  
設計  プログ
ラミン
グ  
テスト  
上流工程  下流工程  
【運用】  
【開発】  
【廃棄】  
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ようとしている。特に SaaS2の普及の影響は大きい。城田は SaaS の
普及により、自前でソフトウエアを保有する形態から、使った分だけ
利用料を支払う形態になり、「サービスとしてのソフトウエア」になっ
たことでソフトウエア業界は激変期へ突入したと述べている [Shirota 
2007]。梅澤の「プログラムベンダー型」「パソコンソフトウエアベン
ダー型」企業は、パッケージソフトウエアを販売していた。しかし高
速インターネットの普及によりクラウドサービス利用者が増え、ソフ
トウエアを購入して個々のパソコンにインストールするのではなく、
必要なときだけソフトウエアサービスを利用する SaaS 形態が急速に
広まっている。例えば、日本郵政公社は 2007 年 4 月に SaaS 提供企業
である、セールスフォース・ドットコムのサービスを導入すると発表
し 4 万人以上のユーザーに導入した。このような動きに追随するよう
に、パッケージを販売していた大手のソフトウエア企業も従来のパッ
ケージ販売に加え SaaS 版の提供を開始している [Shirota 2007]。SaaS
を始めとしたクラウドサービスの普及により、ソフトウエア業界は、
狭義の情報システムだけを対象とするのではなく、顧客の経営環境や
広義の情報システムを把握し適切なサービスを提供できるようにビジ
ネスモデルを見直す必要が出てきていると言えよう。  
 
 
 
 
 
 
                                                   
2 Software as a Service は、必要な機能を必要な分だけサービスとして利用で
きるようにしたソフトウエア（主にアプリケーションソフトウェア）もしくは
その提供形態のこと。一般にはインターネット経由で必要なアプリケーション
機能を利用する仕組みを指す [Shirota 2007]。  
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出典： [Umezawa 2000] 図 2-1（p9）  
図 2-3：ソフトウエア産業の企業類型  
 
 
(3). 開発プロセスの変化 
システム開発はプロジェクト形態を取ることが多い。プロジェクト
は通常、そのつど編成されるため、目標およびメンバーが異なる。よ
って全く同じ作業を繰り返すことは少なく、プロジェクトごとに仕事
の内容が異なる。そのため、共通の手順を持ちにくい。そこで、ソフ
トウエア工学は、システム開発のプロセスを体系的に整理している
[JIS 1996]。しかし、技術の進化により新しいシステム開発技術が次々
と発生するため、プロセスの定義に素早く対応するのは難しい。従来
のソフトウエア開発プロセスは、前述のとおりウォーター・フォール・
モデルが中心となっていた。しかし、ビジネススピードの加速に伴う
開発期間の短期化およびシステムの小規模化により、より軽い開発モ
デルへのニーズが高まってきた。そこで変化への迅速な対応を目的と
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して Cockburn は、K.Beck らが開発した XP 手法や、K.Schwber や
J.Shtherland の Scrum などをまとめて、新しい開発プロセスとして、
アジャイルソフトウエア開発を推進している [Cockburn 2002]。ウォー
ター・フォール・モデルが、計画に沿った開発を重視するのに対し、
アジャイル開発は現実世界への適応を重視している。  
日本企業では契約の前提となる仕様書を明確化し分業するためにウ
ォーター・フォール・モデルが主流であるという調査結果もある
[Kusumano 2004]。アジャイル開発が生まれた当初は、小規模のシス
テム開発にのみ適用可能と言われていたが、近年では、顧客業務に重
大な影響をおよぼす業務システム（クリティカルシステム）などへの
適用も少しずつではあるが実績が蓄積されつつある [James 2009]。ア
ジャイル開発は、顧客やチームでの変化のすり合わせをしながら開発
をすすめるため、従来の計画に基づいた分業を実施しづらい。アジャ
イル開発の普及は、分業契約をしているソフトウエア業界の構造に変
化を及ぼす可能性がある。  
 
 
(4). オフショア開発と国際間競争 
1980 年代後半から米国で起きたリエンジニアリング [Hammer 
1995]や、1990 年代前半に提唱されたコア・コンピタンス経営 [Hamel 
1994]に後押しされ、事業の一部を外部委託するアウトソーシングが世
界的に定着している。ソフトウエア開発もこの流れにのり、プログラ
ム 作 成 業 務 を 中 心 に 海 外 企 業 に 外 部 委 託 す る の が オ フ シ ョ ア
(Off-Shore)開発である。委託先はインドや中国など先進国と比較して
人件費の安い国を中心となっており、近年の IT 業界では、コスト削減
のため、オフショア開発は避けて通れないものとなっている。  
日本からのソフトウエア開発のオフショアは 1980 年代に韓国を中
心に始まり、インド、中国へも拡大し本格化し、近年では、東南アジ
アとくにベトナムへのオフショア開発が拡大している [Tsuji 2008]。  
梅澤は、インドにおけるソフトウエア開発の事例を取り上げ、「イン
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ドの IT 産業が急激に成長している」と述べ、将来のオフショア開発の
伸張を示唆した [Umezawa 2000]。Marshall によると、「米国のオフシ
ョア開発は今後 2 年間 20～25％増で成長する」とし、「 e-ビジネスを
するには、インドやロシア、中国へのオフショア開発を避けることは
できない」とオフショア開発が先進国で拡大していることを述べてい
る [Marshall 2002]。また、S-Open オフショア開発研究会によると、
「2003 年の中国からのソフトウエア輸出額の 7 割が日本に対して行わ
れている」という [Sopen 2004]。辻・守安・盛は、オフショア開発の
メリットとして、人件費が安く技術力の高い人材を確保できることを
挙げているが、同時に、商習慣やコミュニケーションに関する課題も
多く、高度なプロジェクトマネジメントスキルが必要と指摘している
[Tsuji 2008]。Marshall は、「オフショア開発が始まった当初は、プロ
グラミングを中心とした下流工程が対象となっていたが、徐々に上流
工程も増えつつある」と述べ、「そのため、米国のプログラマの仕事量
は減少し、プログラマの生き残り競争が激しくなると共に、今後、ソ
フトウエア技術の海外転出が問題になるだろう」と問題提起している
[Marshall 2002]。  
Marshall が指摘した問題は日本にも当てはまると考えられる。
S-Open オフショア開発研究会は、「オフショア開発が導入された当初
は、安価な人件費による開発費用削減が狙いとされていたが、中国、
韓国、インドの技術力の向上は目を見張るものがある」とし、「日本の
IT 技術者もソフトウエアエンジニアリング技術を向上しなくては、イ
ンドや中国に取り残される」と問題を提起している [S-open 2004]。梅
澤は、中国におけるソフトウエア産業の現状を調査し、中国人 IT エン
ジニアのプログラミングスキルの高さを確認すると同時に、日本のソ
フトウエア業界にとって、彼らはオフショア先であるだけでなく、ビ
ジネスパートナーとして協調が可能と述べている [Umezawa2004, 
2007]。  
2003 年に発表された e-Japan 戦略Ⅱでは、2000 年から実施された
e-Japan 戦略を継承し、世界最先端の IT 国家になるためには、ネット
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ワークインフラなどハード面の拡充だけでなく、IT 人材の育成が重要
とし、インドや中国の台頭に対し国際競争力をつけるには、高度な技
術を有した技術者が必要としている [CAO 2004]。しかし、高度情報処
理通信ネットワーク社会推進戦略本部は、計算機科学分野の論文数の
シェアが、1996 年から 2002 年の間で、米国比 4 分の 1 で、全体の 10％
を下回っていることや、IT 分野の教員数が国公私立大学全体で 130 人
を下回ることなどを挙げ、「専門的な IT 人材がその力を発揮するため
の環境整備がまだ不十分で、整備が急務」と問題を指摘している [CAO 
2004]。その後、 IT 戦略本部は、「 IT 政策パッケージ 2005」として世
界最先端の IT 国家の実現を目指す施策方針を発表している [CAO 
2005]。その中には、アジアを中心とした IT 国際政策に係る重点施策
として、 IT 人材の国際交流を含む高度 IT 人材育成の指針も記載され
ている [CAO 2005]。  
情報処理推進機構は、ソフトウエア産業全体での国際競争力強化へ
の対策として、2004 年に「ソフトウエア・エンジニアリング・センタ
ー (SEC)」を設立し [IPA 2004c]、産学官が共同してソフトウエア産業
の国際競争力を高める動きがすすめられた。2013 年 6 月には、情報処
理推進機構の第三期中期計画をうけ、SEC は技術革新と情報利活用の
さらなる高度化に対応するため、名称を「ソフトウエア高信頼化セン
ター（Software Reliability Enhancement Center）」に変更し、さら
に産学官連携を強化し情報処理技術の高度化と国際競争に対応してい
る [IPA 2013b]。  
このように、ソフトウエア産業は、生産効率向上のためにオフショ
ア開発を活用する一方で、ソフトウエア業界として激しい国際競争に
あり、ソフトウエアエンジニアに求められるスキル水準も高くなって
いる。  
 
 
2.1.3. 提供サービスの変化 
インターネットの普及に伴い、情報システムが活用される範囲はま
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すます拡大している。それに伴い、IT サービスにも変化が発生してい
る。世界的に注目を集める動きとしては、スマートフォン、SNS、ク
ラウドコンピューティング、ビッグデータなどが挙げられる。チュニ
ジアで政府に抗議した若者が焼身自殺した動画がインターネット配信
されたことをきっかけに、「アラブの春」 3が起こったことは記憶に新
しい。Facebook などの SNS によりこの動画が世界的に広まり、イン
ターネットが政府を動かす存在になっていることを世界に知らしめた。
しかし、一方で、2012 年 12 月の国際電気通信連合会議では、日米欧
などの先進国と、ロシア・中国とでインターネットの自由を巡る対立
が表面化するなど、インターネット利用に関して国際的な課題も多い
[JISA 2013]。  
世界はインターネットにより接続され、ビジネスのグローバル化が
拡大している。日本のソフトウエア産業は、従来、国内のシステム開
発が中心であったが、顧客企業のグローバル化に伴い、対象となる業
務も海外を含んだものに広がっている。従って、海外の IT 企業も含め
グローバルスタンダードの地位獲得競争が激しくなっている。日本の
ソフトウエアは、顧客企業の個々の業務にあわせたカスタマイズを得
意とし、細やかなチューニング対応をしてきた。しかし、携帯電話が
「ガラパゴス携帯」と呼ばれ世界的な競争から大きく遅れるなど、従
来通りの国内最適化を追求していては国際競争に勝つのが難しい現実
がある [JISA 2013]。表 2-1 に世界の情報通信市場の 2013 年見通しを
示す。日本経済は失われた 10 年を経て成長が鈍化しているが、アジア
諸国は非常に早いスピードで成長をしている。ソフトウエア業界も国
際的な視野でビジネスを捉える必要があろう。  
 
 
 
 
                                                   
3 2010 年末から 2012 年にかけて、北アフリカ、中東諸国で起こった一連の民
主化運動。  
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表 2-1：世界の情報通信市場  2013 年見通し  
 
[WITSA 2012]を翻訳  
 
 
また、ソフトウエアそのものについても、前述の SaaS のように、
パソコンにインストールするソフトウエアの形式から、使うサービス
だけを選択する業務形態も普及しつつある。パッケージソフトウエア
だけでなく、企業の基幹システムについても、クラウドコンピューテ
ィングの普及により、自社で個別のシステムを開発するのではなく、
クラウドシステムを利用する動きが広まりつつある。SaaS はクラウド
コンピューティングのうち、ソフトウエアのサービス利用を指すが、
これが拡大した PaaS（Platform as a Service）や IaaS（ Infrastructure 
as a Service）のように、システムが稼働する OS などのプラットフォ
ームや、ハードウエア、インフラといった設備も、ネットワーク経由
で利用したい機能やサービスのみを利用するクラウドサービス形態も
広がっている。サービスの利用には、企業の情報化戦略やビジネス戦
略と深く関わりがある。情報システムの役割は、これまでの省力化・
合理化への対応が終わり、「情報」を戦略的に取扱い、世界規模での競
合他社との差別化、ビジネスの創出を目的に開発・利用されると言え
(単位：億ドル)
情報サービス 通信 合計 割合
サービス ソフトウエア （％）
米国 5,835 4,315 1,520 1,509 5,256 12,600 26.9%
欧州 4,489 2,939 1,550 1,860 5,562 11,911 25.4%
ドイツ 818 541 277 387 1,148 2,353 5.0%
英国 988 707 281 364 792 2,144 4.6%
フランス 765 563 202 280 738 1,783 3.8%
日本 930 770 160 541 2,636 4,107 8.8%
中国 628 391 237 473 4,432 5,533 11.8%
インド 101 73 28 125 1,020 1,246 2.7%
ブラジル 138 104 34 12 847 997 2.1%
他 1,662 1,092 570 1,235 7,542 10,439 22.3%
全世界市場総計 13,783 9,684 4,099 5,755 27,295 46,833 100.0%
ハード
ウエア
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よう [JISA 2013]。  
これらを整理すると、ソフトウエア産業の扱う範囲が「グローバル
化」と「サービス化」に変化していると言えよう。  
 
 
2.1.4. ＩＴエンジニアの労働の特徴  
 
前述したように、ソフトウエアエンジニアリングは常に新しい技
術・開発プロセスを取り込む必要がある。これを実務の観点で見れば、
IT エンジニアは業界に共通した業務プロセスを十分に持っていない
と言え、企業またはプロジェクトによって仕事の進め方が異なると考
えられる。  
プロジェクトは、複数の IT エンジニアの共同作業である。McBreen
は、ソフトウエア開発は「数多くのコミュニケーションが必要となる
社会的共同作業」とし [McBreen 2002]、一般的にイメージされるコン
ピュータ相手の単独作業を否定している。Weinberg も､プログラマに
は 、 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン や ､リ ー ダ シ ッ プ が 必 要 と 述 べ て い る
[Weinberg 1986, 1988]。McBreen は、プロジェクト構成時に、どの
ようにチームメンバーを構成するかが重要であり、保有スキルなどを
考慮して「できるプログラマ」が主体的にチームを組むべきだと述べ
ている [McBreen 2002]。なお、McBreen がいう「プログラマ」はプロ
グラムの構造設計も担当するものを指し、日本のソフトウエア開発業
務の役割でいうと、システムエンジニアと呼ばれる職種の業務を含ん
でいる。  
一方で、戸塚・中村・梅澤の調査では、企業がプロジェクト形成を
する時、そのシステム開発に適したメンバーを選抜するだけでなく、
その時点で時間的に余裕があるメンバーが割り当てられることも多い
と述べている [Totsuka 1990]。その場合、プロジェクトの中で、必要
なスキルを身につけていくケースも多い。このようなチーム編成が共
同作業の困難さを増しているといえる。さらに戸塚・中村・梅澤は、
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企業の永続性と比較して、プロジェクトが短期の期限付き組織である
ことから、メンバー育成も短期的な視点になることを挙げ、長期的な
キャリア形成の観点で問題があると指摘している。また、所属組織と
プロジェクトとの関係で、二重の指揮命令系統が存在することを指摘
し、 IT エンジニアの公 正な業績評価が難しい点を指摘している
[Totsuka 1990]。宮下も、組織内のプロフェッショナルの存在が増え
ていることに着目し、かれらの処遇について、旧来の年功序列に変わ
る新しい評価軸が必要と指摘している [Miyashita 2001]。徳丸は、ソ
フトウエア企業 13 社に聴きとり調査を行い、ソフトウエア企業におけ
るプロジェクトが機能部門内で組織され、PMBOK などで想定される
組織横断型とは異なることを明らかにした [Tokumaru 2009]。徳丸は、
プロジェクト成果をプロジェクトマネージャの業績評価に含めること
の難しさを指摘している。その理由のひとつとして、プロジェクトメ
ンバーの選定権限がプロジェクトマネージャに無く、またウォータ
ー・フォール・モデルで工程ごとの契約が行われることの多い日本の
ソフトウエア企業において、進捗管理以上の権限がプロジェクトマネ
ージャに委ねられることが少ないことを挙げている [Tokumaru 2009]。
徳丸の調査では、機能部門内でプロジェクトが組織されるため、本来
ライン管理を行う組織マネージャが専門職の役割を兼務することもあ
るという。  
他に IT エンジニアの労働の特徴として、長時間労働と必要スキルの
多様性を挙げることができる。労働時間に関して、梅澤によれば、所
定外労働は全産業の 10.2 時間に対し情報サービス産業のそれは 20.9
時間とほぼ倍になっている [Umezawa 2000]。戸塚・中村・梅澤の調
査でも、情報サービス産業の労働時間は他の業種より長い [Totsuka 
1990]。さらに、2007 年の情報処理推進機構の調査でもエンタープラ
イズ系 IT エンジニアの 40.1％の月平均就労時間が 200 時間を超える
「長時間労働者」であることが分かった [IPA 2008b]。ただし、平均値
は 169.5 時間で他産業と比較しても特別高い水準になく、産業界全体
で長時間労働化しているわけではない。ソフトウエア開発にはピーク
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性があり、平常時とピーク時とで働き方が異なることが伺える。この
情報処理推進機構の調査結果によると、開発現場では常に必要なスキ
ルを備えた人材が不足している傾向にあり、長時間労働になる可能性
が高いことを指摘している [IPA 2008b]。Brooks は、システム開発の
難しさを「狼人間を撃つ銀の弾丸はない」[Brooks 1975]と述べ、プロ
ジェクトが予定通りにいかず長時間労働になるソフトウエアエンジニ
アの実態について述べている。この長時間労働の実態は、「SE35 歳定
年説」4や、「 IT 業界は新 3Ｋ（キツイ・キビシイ・カエレナイ）」とい
う言葉が流布した原因の一つではないかと考えられる。  
IT エンジニアのもう一つの労働上の特徴として、新技術への対応が
ある。IT エンジニアが必要とするスキルは多岐にわたり、また、変化
も激しい。必要となるスキルはソフトウエアエンジニアリング以外に
も多様で、戸塚・中村・梅澤の調査によると、プロジェクトリーダに
はシステム開発力、生産管理力、労務管理力、顧客や外注との折衝力
のように多方面にわたる資質が必要としている [Totsuka 1990]。
McBreen も、プログラマは常に新しいスキルを獲得する姿勢が必要と
している [McBreen 2002]。  
三輪は、一人のソフトウエアエンジニアの中に複数の異質な特性が
見られることを「多面性」と定義し、ソフトウエア開発技術、顧客の
業務知識、さらにコンピュータを制御する技術を業務に変換し顧客に
理解でき操作できるようにするためには多面性をもった技術が必要だ
としている [Miwa 2001]。さらに三輪は、ソフトウエアエンジニアが
従事する企業および担当するシステムのタイプによって必要な知識が
異なり、また、変化する産業構造に対応するため、必要な知識体系は
                                                   
4 ソフトウエア開発技術進歩の速さ、体力的な衰えなどを理由に、ソフトウエ
ア技術者は 30 歳前後をピークに職業能力の年齢的限界があり、専門職として
従事できるのは 35 歳が限界であるという主張。梅澤によると、提唱者は明ら
かではなく体系的な研究は存在しない [Umezawa 2000]。しかし 1985 年の日本
生産性本部の「研究・開発技術者の処遇に関する調査報告」で、一般の技術者
に関して 35 歳から 40 歳前後に年齢的限界があるという調査結果が報告されて
以来、特に当時のソフトウエア技術者の平均年齢が比較的若かったことも理由
のひとつとなって世間一般的に広く流布した。  
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常に進化していると述べている [Miwa 2004]。経済産業省の外郭団体
である情報処理推進機構が発表した IT スキル標準（ ITSS）では、 IT
エンジニアの知識やスキルを次のように区分している。すなわち、「特
定状況における知識・スキル」「製品やプロセス固有の知識・スキル」
「技術領域・業種業務別領域共通の知識・スキル」「職種別領域共通の
知識・スキル」「全産業に共通的な知識・スキル」「基礎的・概念的な
知識・スキル」の 6 つである。このうち、 ITSS では、「技術領域・業
種業務別領域共通の知識・スキル」「職種別領域共通の知識・スキル」
を具体的なスキル項目として 11 職種ごとに 7 段階のレベルで整理して
いる [METI 2003]。ITSS ではこれらの知識・スキルは新しい技術や開
発プロセスが登場するたびに更新する必要があり、IT エンジニアには
継続的学習・育成が必要としている [METI 2003]。  
これらをまとめると、ＩＴエンジニアの労働の特徴として、①プロ
ジェクト型の労働  ②長時間労働  ③新技術獲得のための継続的学習 
が挙げられる。  
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2.2. 日本におけるソフトウエア人材 
 
本章では、日本のソフトウエア業界を人的資源管理の観点で俯瞰し、
その課題を整理する。  
 
 
2.2.1. 業界からみた人的資源管理 
 
情報処理推進機構の報告書によれば、1987 年に産業構造審議会情報
化人材対策委員会がソフトウエアクライシスを発表したのを契機に、
情報サービス業の IT エンジニア  不足問題が社会的に表面化したとい
う [IPA 2004a]。産業構造審議会情報化人材対策委員会の報告は、日本
における IT エンジニア数が欧米に比べ少ないことを指摘し、特に、ソ
フトウエアエンジニアに関して、2000 年には 97 万人が不足するだろ
うと予測しており、育成が急務と述べている。1980 年代後半から 1990
年代にかけて、情報サービス業の人的資源問題は、いかに早く IT エン
ジニアの「量」を増やすか、に主眼がおかれていた。  
今日、IT に関わる技術者が職業対象とする範囲は、ハードウエアか
らソフトウエアにとどまらず幅広い。日本情報処理開発協会の調査で
は、 IT エンジニアの職業領域は大きく変化したと報告している
[JIPDEC 2003]。その調査では、IT 技術の進歩にともない、IT エンジ
ニアの職業背景が、従来のホストコンピュータを中心としたハードウ
エアとソフトウエアで構成されたシステムから、複数種類のハードウ
エアとネットワークで構成されたシステムへと変化し、職業対象とす
る範囲が複雑化、広域化していることを明らかにしている。職業対象
のコンピュータシステムそのものが対象とする範囲や、使用する要素
技術により、「ハードウエアエンジニア」、「ソフトウエアエンジニア」、
「ネットワークエンジニア」、「データベースエンジニア」など、様々
な職業が存在する。情報処理推進機構の情報政策総合年表によると、
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1992 年に、産業構造審議会情報化人材対策委員会が新しい情報化人材
に関する中間報告を発表し、 17 種類の人材像を提示している [IPA 
2004b]。2003 年には、経済産業省が「 IT スキル標準（ ITSS）」を発
表し、人材像を 17 種類から 11 種類に再定義し、それぞれの人材像に
ついて段階的に必要なスキルを定義した [METI 2003]。情報処理推進
機構の報告では、IT の社会的重要性が高まるに伴い、IT エンジニアの
問題が、「量」から「質」に変化したとされ、特に高度な能力をもった
ソフトウエアエンジニアの育成が急務としている [IPA 2004b]。  
ソフトウエア業界では、優秀な IT エンジニアの確保が課題であり、
かれらを企業内に確保・育成するため、IT エンジニアが職業生活にお
いて何を重要視しているのか、かれらの「キャリア志向」について、
関心が高まっている [IPA 2008b]。  
IT を導入した組織研究や、IT が組織の人的資源に与える影響につい
ては田尾・吉川・高木の IT 導入による経営管理の変化に関する研究
[Tao 1996] や 、 徳 丸 の ソ フ ト ウ エ ア 産 業 の 経 営 に 関 す る 研 究
[Tokumaru 2009]などが行われている。しかし、情報処理推進機構の
情報政策総合年表によれば、IT エンジニアそのものに関する人的資源
研究は、「今後、さらに、新たな情報環境に適応した情報化人材のあり
方を研究し、育成する必要がある」[IPA 2004b]としているように、継
続して研究が行われているところである。特に、近年では組込みシス
テム 5の市場が大きくなり、関わる IT エンジニアの数も急激に増加し
ている。そのため、企業向けのソフトウエアを開発する IT エンジニア
とは異なる視点で人的資源研究の蓄積が必要になっている [METI 
2010]。  
日本における IT エンジニアのキャリア志向に関する調査で、転職理
由に着目した例を挙げる。厚生労働省によると、情報サービス業では、
2004 年上半期で 12 万人、2011 年上半期で 7 万人が転職している
[MHLW 2004,2011]。情報処理推進機構の調査では、3 人に一人は現在
                                                   
5 特定の機能を実現するために家電製品や機械等に組み込まれるコンピュータ
システム（Embedded System）  
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転職を考えているという [IPA 2008b]。情報処理技術者試験センターの
調査では、IT エンジニアの一番目の転職理由は「昇給・昇格差」とあ
る [IPAexam 2002b]。具体的には、入社 4 年目ぐらいから選抜昇格が
始まり、それを契機に転職率が増えると述べている。一方で、日経 IT
プロフェッショナルの調査では、転職の際に優先する項目は「キャリ
ア形成」であり、「給与・ボーナス」は低い [Nikkei 2002]。情報処理
推進機構の調査では、年代や経験年数および収入によって転職理由が
変化する閾値があるという [IPA 2008b]。これらの調査結果に違いがあ
るように、日本の IT エンジニアの「キャリア志向」については、様々
な解釈が存在し、更なる研究が待たれている。  
 
 
2.2.2. IT エンジニアのスキル獲得期間  
 
情報処理推進機構の調査によると、エンタープライズ系ソフトウエ
ア技術者の最終学歴は、情報系の大学卒業者は修士を含めて 15％にと
どまる [IPA 2008b]。つまり、85％の新卒者は企業に就職してから専門
スキルを身につけると考えられる。表 2-2 に例として独立系システム
インテグレータ企業 A 社の新入社員の最終学歴内訳を記載する。  
 
表 2-2：システムインテグレータ企業 A 社の新入社員学歴内訳  
 
[JISA 2010]から抜粋  
 
 
新入社員文理区分 2006年 2007年 2008年 2009年
文系 22 － 43 39
理系 64 － 50 60
（うち情報系） 13 － 30 30
総数 86 － 93 99
※2007年度データは無し
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日経 IT プロフェッショナルは、従来、 IT エンジニアの職種定義と
スキル定義が多様で不統一であり、業界としての取引関係およびキャ
リア形成に支障が出ていたと述べている [Nikkei 2003]。システム開発
は製品ごとに要求仕様が異なることが多いため、工業製品と異なり人
手に頼ることが多い。McBreen や DeMarco & Lister は、ソフトウエ
アに対するすべての要件は人から出てくるものとし、ソフトウエア開
発に関わる人的資源の重要性を述べている [McBreen 2002][DeMarco 
1999]。さらに、McBreen は、ソフトウエア工学によるシステム開発
手 続 き の 標 準 化 や 、 ソ フ ト ウ エ ア エ ン ジ ニ ア リ ン グ の 知 識 体 系
(SWEBOK：Software Engineering Body of Knowledge)を知るだけで
は必要なスキルを満たさないと述べている。さらに、IT エンジニアの
仕事は教わったとおりに実施すれば身につくスキルではなく、業務を
通じた体験の繰り返しと試行錯誤が能力を伸ばすとし、短期的なトレ
ーニングよりも長期的な視点が必要としている [McBreen 2002]。前章
で述べたチーム編成による短期的視点の問題が、育成の観点でも指摘
されている。この観点から ITSS の策定は業界に歓迎されていると言
えよう。しかし、ITSS の知名度は高いものの、その普及は大企業でこ
そ 80％を超えているが、中小企業では 25％以下に留まっており、業
界全体への普及が課題となっている [IPA 2013a]。  
即戦力となる IT エンジニアの育成も企業にとっては重要な課題と
なっている。三輪は、情報サービス業に就業する新卒者の半数以上が
システム開発に関する高等教育を受けていないことを挙げ、企業がそ
のような新卒者を戦力として早期育成するために、ファクトリー方式
と呼ばれるパターン化した作業を与えるとしている [Miwa 2001]。フ
ァクトリー方式とは、複雑なシステム開発工程を小さい規模で単純な
手順の工程に分解し、工程ごとに担当者を割り当てて作業する方式で
ある。工場などの組み立てラインに似ていることから名づけられてい
る。この方式を採用すると、新卒者でも比較的容易に仕事を行うこと
ができる。しかし、三輪は、この方式により部分最適の視点が伸張さ
れ、システム全体の最適化を行える IT エンジニアが育たなくなると問
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題を指摘している [Miwa 2002]。文部科学省は、産業界からの高度 IT
人材の育成要請を受け、2006 年から先導的 IT スペシャリスト育成推
進プログラムを実施した [MEXT 2005]。このプログラムにより、基本
的なソフトウエアエンジニアリングスキルを身につけた学生が増えた
と産業界からは一定の評価を得たが、修了者の数はソフトウエア業界
全体にとっては不足している [MEXT 2012]。「 IT 人材白書  2013」の調
査では、新しいスキル獲得の必要性は理解しているものの実際の行動
を起こしている IT エンジニアは少ない [IPA 2013a]。人材白書では、
スキル獲得は IT エンジニア個人だけの問題ではなく、国家施策や企業
施策として取り組む必要性があると述べている。文部科学省では先導
的 IT スペシャリスト育成推進プログラムの後継事業として 2012 年よ
り「情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業」を開
始している。  
 
 
2.2.3. IT エンジニアのスキル獲得プロセス  
 
太田は、研究者、技術者、建築設計者と同様に IT エンジニアは専門
知識を高めるため、学習する場を特定の組織にこだわらないとしてい
る [Ohta 1993]。前章で述べたように IT エンジニアの必要スキルは変
化が激しくかつ多様である。吉田らは、コンピュータ技術規格開発コ
ミュニティの例を挙げ、新規技術習得のための知識共有型コミュニテ
ィの有効性を述べている [Yoshida 2008]。しかし、 IT エンジニアは、
三輪が指摘するように企業内教育によって始めて情報処理技術を身に
つける者も多い [Miwa 2001]。ファクトリー方式によってシステム開
発スキルを身につける IT エンジニアにとって、多様なスキルを獲得す
るプロセスは、所属する組織との関わりからスキルを獲得するプロセ
スが中心となる場合が多い。三輪は、「ソフトウエア技術者に必要な知
識やスキルには多面性があり、その獲得のためにはソフトウエア技術
者自身の高度な学習能力が必要だ」と説き、「自己変革によって、所属
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組織固有のスキルと、組織外のスキルを統合する“ナレッジ･インター
フェース統合プロセス”を通じてスキルを獲得する」としている。 IT
エンジニアが、多様なスキルを企業内の経験により獲得することは､
金子 [Kaneko 1999]や、花岡 [Hanaoka 1992]も指摘している。徳丸は、
日本のソフトウエア業界のプロジェクトが、機能部門内で構成される
ことが多く、従って組織としての育成とプロジェクトとしての育成は
合理的に共立すると述べている [Tokumaru 2009]。  
情報処理推進機構の調査によると、IT エンジニアが「職業人として
の成長を導く要因」は、「職場の先輩」の選択率が 51.9％と最も多く、
ついで「上司の指導」「顧客」と続く。学会や社外研修を選んだ人は
9.5％に留まった [IPA 2008b]。  
先行研究をまとめると、IT エンジニアが、顧客を含めた「職場」で
スキル獲得していることが分かる。しかし、環境の変化スピードを考
慮すると顧客や先輩が知らない知識を獲得し、変化に遅れないようス
キル伸長する必要があると考えられる。IT エンジニアのスキル獲得プ
ロセスは「職場」中心から変化が必要な局面に来ているのではないだ
ろうか。  
 
 
2.2.4. 企業における IT エンジニアの育成 
 
ソフトウエア業界では前述のとおり、高等教育でソフトウエアエン
ジニアリングやコンピュータサイエンスの専門教育を受けていない人
の割合が高い。従って就職してから企業で人材を育成するのが一般的
である。しかし、企業が人材に投資している金額の売上対比はけして
高くない。図 2-4 に売上高教育投資率を示す。この図より、ソフトウ
エア企業では社外流出コストをかけずに人材育成していると考えられ
る。すなわち、企業内での育成が中心となっていると考えられる。  
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[JISA 2012] 
図 2-4：ソフトウエア業界の売上高教育投資率  
 
 
戸塚・中村・梅澤、McBreen らは、IT エンジニアの具体的な育成方
法として、OJT（On-the-Job Training）が主流であることを明らかに
している [Totsuka 1990][McBreen 2002]。これはプロジェクト型の仕
事が多いことに起因すると考えられる。かれらは、日本における OJT
は、計画的な育成というよりも、経験の継承にすぎず、組織的な育成
になっていないケースが多いと問題提起している。徳丸の企業調査で
も、メンバーの育成は OJT が中心という結果を得ているが、OJT の内
容については「体系的に実施できているかどうかは、また別問題」と
し、その理由として育成にかかるコスト負担を所属組織とプロジェク
ト の ど ち ら で 負 担 す る の か が 曖 昧 に な っ て い る と 指 摘 し て い る
[Tokumaru 2009]。  
さらに、戸塚・中村・梅澤の調査では、上流工程を担当する企業の
方が外部研修などを活用して計画的な育成をしているという結果を得
ている。その理由に、上流工程を担当する企業はより高度な仕事を担
当するためのキャリアパスが多数存在するため、キャリアパスに見合
った育成が行えるとしている [Totsuka 1990]。これらより、下流工程
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を多く担当する企業に所属するソフトウエアエンジニアが、幅広いス
キルを身につけるためには、自ら社外に情報を求めに出る必要性が考
えられる。  
また、アジャイルでシステム開発を行う場合は、そのプラクティス
にペアプログラミングなど育成要素を含んでいる [Cockburn 2002]。ア
ジャイル開発は、システムを作ると同時にチームも作るという思想を
内包するため、システム開発と同時にチームビルディングや組織開発
を行う場合もある [James 2009]。ただし、アジャイル開発の経験をも
つリーダが組織づくりをリードする必要があり、そのためにはリーダ
に高度なスキルが必要となると考えられる。アジャイル開発を推進可
能な高度スキルを持つ人材をどのように確保するかが課題であろう。  
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2.3. IT エンジニアのキャリア形成プロセス 
 
本章では、まずキャリアに関する先行研究を個人の視点から概観し、
職業経験という視点で IT エンジニアのキャリアについて確認する。さ
らに企業がどのように個人のキャリアを捉えているのか確認する。  
 
 
2.3.1. 個人の視点でのキャリア形成 
 
キャリアという概念は、過去多くの定義が行われている。一般的に
は職務経歴を指すことが多い。太田は、Hall の車輪の轍になぞらえた
キャリア定義 [Hall 1976]を引き合いにした上で「キャリアとは単なる
職業経験ではなく、何らかの一貫性あるいは方向性をもつ経歴」とし、
「それは客観的な概念ではあるが、同時に個人の主観的認知的な側面
から捉えることもできる」としている [Ohta 1993]。宗方・渡辺は、組
織行動学でのキャリア研究は経営組織という社会的環境の中で個人は
どのように感じ、行動し、どのような態度を形成するかを探求してお
り、個人の視点と言うより組織の視点が先行しているとしている
[Munakata 2002]。情報処理推進機構の ITSS では「キャリアは職種、
専門分野とレベル」と記載されており働き方や労働観などを含んでい
ない [METI 2003]。  
本研究では、太田が定義した「職業経験およびそれに伴う主観的認
識」をキャリアと呼ぶこととする。  
まず、個人の視点でのキャリア形成についてレビューする。米国で
は 1970 年代以降、個人のキャリアは生涯にわたり発達・変化すると
いう観点での研究が行われている。宗方・渡辺によれば、発達心理学
での「キャリア研究」は職業を通じて個人の心理的・社会的な発達が
どのように展開するかに焦点をあてているという [Munakata 2002]。  
Baltes は発達心理学の立場で、「年齢に結びついた発達的要因と、
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結びついていない要因がある」とし、ライフステージにおける成年期
と 老 年 期 の 知 能 発 達 を 職 業 的 な 活 動 と 関 連 付 け て 研 究 し て い る
[Baltes 1987]。  
Jung は、人の一生を「少年期→成人前期→中年期→老年期」の 4
つの時期に分けた。また、人の一生を一日に例え、中年期を「人生の
午後」とよんだ [Jung 1946]。人生において、中年期を人生の正午にあ
たるとし、午後に太陽が下降することになぞらえ、「午前のすべての価
値と理想の転倒」とした。また、人生の午後の課題として、「個性化」
を挙げている。これは人生の前半で排除した自己を見つめ、自己の中
に取り入れた、真の自己実現をさし、「いかに『個性化』を実現するか
が人生最大の発達課題」とその重要性を強調している [Jung 1946]。  
同様に、「中年期の危機」を述べた研究に、Levinson がある。Levinson
は、男性の場合、40 歳ごろから「人生半ばの過渡期」が始まるとし、
正常な成人男子の約 80％が「中年の危機」を体験するとしている
[Levinson 1978]。  
Erikson は、人生に 8 つの発達段階があるとし、それぞれの発達段
階には、心理・社会的な発達課題があるとした。特に、青年がおとな
になることを一時延期し、おとなとしての責任や義務を猶予されるこ
とを、「モラトリアム」とよんだ。この「モラトリアム」から、自我同
一性を獲得し、新しい心理体制に入ることを「青年期の発達課題」と
した [Erikson 1968]。この発達課題は、キャリア発達の課題と重ね合
わせることができる。  
個人の視点でキャリアを捉えた日本の研究では、太田のキャリア意
思決定研究がある [Ohta 1993]。太田は、「個人がキャリアの上で辿ろ
うとする方向、キャリアの上で基本的に重視する事柄」をキャリア志
向と定義し、キャリアの形成プロセスを図 2-5 のように定義している。
つまりキャリア志向の形成には「組織内の要因」「組織外の要因」に加
えて「個人的要因」が重要であるとし、これら、3 つの要因が相まっ
て「意思決定」を行うとしている。また、「キャリアの選択」に対する
「意思決定」には、個々のキャリアの魅力だけでなく、キャリアが形
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成できる主観的可能性が重要であり、その相乗効果の結果として「意
思決定」を行い、「キャリア志向」が定まる。従って、キャリアは所属
組織のみにより志向付けられるのではなく、むしろ「個人的要因」と
「主観的可能性」の影響が大きいことから、「個人」が何らかの要因に
より意思決定した結果として形成される、としている [Ohta 1993]。  
 
 
 
 
出典： [Ohta 1993] 図 5-1 p83 
図 2-5：キャリア志向の形成プロセス  
 
 
IT エンジニアのキャリア研究に適した研究枠組みについて、三輪は、
Gouldner の「コスモポリタン志向・組織人志向」の 2 分類枠組み
[Gouldner 1957]を研究のベースに採用した上で、研究を深めるために
キャリア・アンカーやパーソナリティ・タイプを活用することが有効
としている [Miwa 2001]。その後、三輪は、 IT エンジニアのキャリア
志向を、モジュール化したソフトウエア産業の構造と比較し、「マネジ
ャー」、「プロジェクト」、「先進・普遍性」、「自立」、「エキスパート」
個人的要因  
組織内の要因  
組織外の要因  
意思決定  キャリア志向  
キャリアの選択
個々のキャリアの魅力  
   × 
キャリアが形成できる主観的可能性  
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の 5 つのキャリア志向に再定義し、今後も、新しい産業社会に対応し
て IT エンジニアのキャリア志向を見直す必要性があるとしている
[Miwa 2004,2010]。さらに、三輪は、キャリア志向が仕事の成果も規
定すると延べ、コスモポリタン志向と組織人志向の両方が高い IT エン
ジニアの仕事の成果が高いことを明らかにした [Miwa 2010]。しかし、
組織間移動が多い IT エンジニアにとって、バウンダリーレス・キャリ
アや、プロテイン・キャリアの問題は十分検討されているとは言えな
い。また、ソフトウエア開発プロセスと育成の関係があったように、
職場とキャリア志向の関係があると想定されるが、その実態は明らか
にされていない。  
 
 
2.3.2. 企業の視点でのキャリア形成 
 
一方で、企業の側からもキャリア形成を見ることができる。この場
合のキャリア形成は人的資源の活用という観点でのキャリア形成支援
を指す。従来のいわゆる日本型企業では、キャリアは企業が用意した
昇格のステップを指し、個人はそのキャリア制度に従っていればよか
った。しかし不況による雇用調整で会社が長期的なキャリアプランを
提供できなくなった現在、企業・個人双方にとってキャリア形成の問
題が発生している。特に、転職の多い IT エンジニアにとって、組織の
境界を越えて形成されるバウンダリーレス・キャリアや、変幻自在の
プロティアン・キャリアが議論されている。そしてそれらの新しいキ
ャリア研究では、個人が自分の意志を持って主体的に学習・変化する
ことが重要だとされているのである [Miwa 2010]。しかし、日本にお
いては、長年、企業が従業員のキャリアプランを長期的にサポートし
てきた経緯があるため、キャリア開発は個人主体であるという流れを
手放しでみていることは難しいと考えられる。  
平野は、日本型人事管理の特徴として「“要員管理機能”を偏重し、
“人材育成機能”をないがしろにしている」と指摘している。かれは、
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そのことで管理依存型人間が形成され、社員自らがキャリア形成を自
ら行う能力が十分訓練されていないため、40 歳代における「キャリア
中期の危機」が発生していると問題提起している [Hirano 1996,1999]。 
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2.4. プロジェクトにおける IT エンジニアのヒ
ューマンスキル 
 
本章では、IT プロジェクトにおいて近年注目が高まっているヒュー
マンスキルとその中でも特に注目されているコミュニケーションスキ
ルについて、現状と課題を確認する。  
 
 
2.4.1. IT エンジニアのコミュニケーションスキル  
 
 Katz が指摘したように、一般的にポジションがあがるごとにマネー
ジャのテクニカルスキルの重要性は低くなり、ヒューマンスキルの重
要性は高くなる [Katz 1982]。 IT エンジニアにおいてもヒューマンス
キルをどのように獲得するかは重要な課題である。プログラミングや
システム設計、インフラ構築などのソフトウエアエンジニアリングス
キルのようなテクニカルスキルは外部研修で一定レベルを確保できる。
しかし、ヒューマンスキルの獲得は職場の影響が大きく、IT エンジニ
ア個人と職場に委ねられていると言えよう [Tokumaru 2009]。  
ヒューマンスキルの定義は様々であるが、特にヒューマンスキルの
ベースになっているのはコミュニケーションスキルだと考えられる
[Yoshida 2008]。PMBOK でもコミュニケーションマネジメントに関
する記載が第 4 版から独立した章になる [PMI 2013]など、その重要性
はプロジェクト型で働く IT エンジニアにとって広く理解されている
と言えよう。  
日本経団連の調査では、企業が新卒採用時に重視する能力として、
「コミュニケーションスキル」は 9 年連続でトップになっている
[Keidanren 2011]。これはソフトウエア業界も同様で、コミュニケー
ションスキルの伸長は IT エンジニア個人にとっても企業にとっても
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重要な課題である。  
 
 
2.4.2. プロジェクトとヒューマンスキル  
 
プロジェクトにおけるヒューマンスキルを、「リーダシップ」、「コミ
ュニケーション」、「チームビルディング」の観点で整理する。  
リーダシップ研究の歴史は古く、膨大な研究が行われている。1950
年代のリーダ特性論アプローチ、1960 年代のリーダ行動論的アプロー
チに続き、1970 年代には環境を研究領域に含めた状況論的アプローチ
が盛んになった。さらに、1980 年代では、リーダとフォロワーの関係
に着目した研究が主流となり、1990 年以降はそれらの組み合わせ研究
も盛んである [Fuchigami 2002]。  
近年、変革型リーダシップと組織への有効性の関係など、経営戦略
と関連した研究がおこなわれている。日本におけるビジネスの現場で
は、未だ有効なリーダシップ理論として、業務遂行（Performance）
のみならず集団維持（Maintenance）に着目した三隅のリーダシップ
PM 論 [Misumi 1984]が注目されている。21 世紀になってから、組織
の変化はますます激しく、それに対応するリーダシップについて、さ
らなる実証研究が待たれている。  
リーダシップが他者への影響力であるという認識が広まったことに
関連し、組織における近年のコミュニケーション研究では、“正確な意
思の伝達”から“相手を動かす”コミュニケーションに関心が推移し
ている [Endo 2009]。これは、他者に影響力を与えることは、すなわち
コミュニケーションをいかに行うかと等しいと考えられるからである。 
伊藤らは、コミュニケーションはコンテキスト（文脈）とスキーマ（知
識）の組み合わせでメッセージを理解すると述べ、日本はコンテキス
ト依存度が高い文化だとする一方で、様々なメンバーで構成されるプ
ロジェクトはコンテキスト依存が原因でコミュニケーション問題が生
じるケースが多いことを指摘している [Ito 2006]。プロジェクトに効果
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的なコミュニケーションは、コンテキスト理解力と相手のスキーマ活
性化を必要とするものの、具体的にどのようにすれば両方を高めるこ
とができるのかについては今後の課題としている。  
チームビルディングは、社会科学の組織論や社会心理学の分野で古
くから盛んに研究がおこなわれている。プロジェクトマネジメントの
分野でも、PMBOK 第 4 版に対人関係の付録が掲載されるなど、関心
の高まりを見せている。  
プロジェクトにおけるチームビルディング研究では、チームの形成
段階を「形成期・騒乱期・規範期・実行期・散会期」と定義したタッ
クマンモデル [Tackman 2008]が有名である。榎田・松尾谷はタックマ
ンモデルを発展させ、チームビルディングの段階とパフォーマンスを
関連づけた榎田・松尾谷モデルを発表 [Enokida 2005]し広く支持され
ている。榎田・松尾谷モデルは、チーム形成段階の順にプロジェクト
パフォーマンスを発揮するのではなく、騒乱期で最もパフォーマンス
レベルが低くなり、実行期で最も高くなるモデルである。また、それ
を含めた一連のパートナー満足研究（PS 研究）の成果があり [Izawa 
2002]、そこでは、プロジェクト初期 (形成期～騒乱期 )での人間関係構
築の重要性と、プロジェクト状況または形成段階に応じた適切なコミ
ュニケーションの必要性が述べられているが、実務家による事例研究
が中心であり、更なる実証研究の蓄積が求められている。  
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2.5. 先行研究における課題 
 
ここまでの先行研究から、日本における IT エンジニアの人的資源問
題について課題を整理する。  
 
(1) IT エンジニアの職業遷移の実態  
 
これまで述べてきたとおり、ソフトウエア産業を取り巻く環境
の変化は激しい。 ITSS では IT エンジニアを 11 の職種で定義し
[METI 2003]、さらに、共通キャリア・スキルフレームワークで
は 6 つの参照モデルを定義している [IPA 2012a]。ソフトウエア
産業としては、共通の物差しを用いて IT エンジニアの職種とス
キルを整理しようとしていると言えよう。しかし、これらはトッ
プダウンで定義されたものであり、その普及状況を考慮すると
IT エンジニアの労働実態と照らしたデータの蓄積は途上である
と考えられる。さらに、 IT エンジニアの個々に対して働きがい
や労働環境を調査したデータはあるが [IPA 2008b]、職種選択と
育成の観点でのスキルの関連研究は不足していると言えよう。よ
って、 IT エンジニアの職種遷移とスキルの実態を明らかにする
必要があろう。  
 
(2) 企業における育成  
 
キャリア志向の観点から、 IT エンジニアは専門性を追求しつ
つ ロ ー カ ル 志 向 も 高 め る 傾 向 が あ る こ と が 分 か っ た [Miwa 
2004,2010]。しかし、 IT エンジニアと一言でいっても様々な職
種があり、それぞれに専門職志向やローカル志向は異なると考え
られる。また、 IT エンジニアは専門職でありながら、彼らの高
等教育の背景は様々に異なる [IPA 2008b]。これらを踏まえて、
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高度 IT 人材をどのように育成するのか、ソフトウエア業界は試
行錯誤を続けていると考えられる。育成のためには、そもそも、
IT エンジニアは自分自身の現状スキルをどのように捉えている
のか、スキルの実態把握をする必要があろう。その上で、効果的
なスキル育成策を検討する必要があると考えられる。  
 
(3) IT エンジニアのコミュニケーションスキル育成  
 
プロジェクト型で働くことが多い IT エンジニアにとって他者
とのコミュニケーションは避けることができない。しかし、テク
ニカルスキルとは異なり、ヒューマンスキルは職場での育成に任
されることが多く、その効果は現場によりバラつきがあると考え
られる。そこで、現場でも利用可能な育成方法について検討する
必要があると考えられる。  
 
以上のことから、ソフトウエア産業の高度 IT 人材に関する人的資源
問題において、まず、IT エンジニアの職種遷移の実態を把握し、彼ら
がどのように自分自身のスキルを評価しているかを把握することが必
要であると考えられる。さらにその実態を踏まえた上で、ソフトウエ
ア企業において、どのように IT エンジニアを育成するのか検討が必要
であると考えられる。  
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第３章 
 
日本における IT エンジニアの職種流
動性  
 
 
 
 本章では、全国調査データを用いて、日本における IT エンジニア（ソ
フトウエア技術者）がどのような職種選択をしているのかについて述
べる。最初に、IT エンジニアの職業選択の現状と経験年数の関係につ
いて述べる。次に、彼らの専門技術に対する自己評価と職種の関係を
整理する。調査の結果、IT エンジニアは、同一職種にとどまりスキル
を高めるものと、ソフトウエア開発工程に合わせて職種移動するもの
が存在することが明らかになり、職種によって複数のキャリアパスが
あることが分かった。  
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3.1. IT エンジニアのキャリア選択課題 
 
IT エンジニアは、自らのスキルレベルをどう判断し、自らのキャリ
アをどのように開発しているのだろうか。また、それは市場ニーズに
対し合理的な判断となっているのだろうか。  
IT スキル標準（ ITSS）では、 IT エンジニアを職種およびそれぞれ
の専門領域に分け、スキルや熟達度を定義している [METI 2003]が、
近年の技術革新や環境変化により、複数の専門領域にまたがった職種
が生まれている可能性がある。遠藤は、共通キャリア・スキルフレー
ムワーク（CCSF）を企業のビジネスと人材モデルとの紐付けに活用し
人材育成に役立てることを提案している [Endo 2012]。しかし、この取
り組みは今後の発展が待たれている段階である。ITSS そのものを活用
した研究としては、ITSS の職種や専門領域の記述に対しテキストマイ
ニングを行い、職種ごとに必要とされる技術の類似度や差異を明確に
し、IT エンジニアの職種移行を円滑に行うサポートとなる研究 [Rasha 
2012]なども実施され、その分野の研究が蓄積されつつある。  
一般的に、専門技術者は自らの専門性を高めるキャリアと、組織適
合し所属組織でのポジションを上げていくキャリアがあると言われて
いる [Gouldner 1957]。近年の IT システム開発プロジェクトは銀行オ
ンラインシステムなどのホストコンピュータを中心としたヒエラルキ
ー構造を持つ大規模プロジェクトが減少し、クラウドを活用した小規
模構成が増えている。この構造変化を考慮すると、 IT エンジニアは、
専門性に応じた大規模プロジェクトにアサインされるだけでなく、プ
ロジェクト規模やプロジェクト内容により様々な職種を兼任するマル
チキャリアになっている可能性が考えられる。  
本章では、これらの問題意識に対し、IT エンジニアがどのように職
種適合しているのかについて、民間の調査データを元に分析・考察す
る。  
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3.2. 分析仮説 
 
前章の問題意識に基づき、次の分析視点を設定した。  
 
(1) IT エンジニアの職種遷移について  
IT エンジニアの職種は、同一職種にとどまりスキルを向上させ
る職種と、他職種に移動する職種に分かれるのではないか。す
なわち、移動しやすい職種と移動しにくい職種があるのではな
いか。  
(2) 共通スキルについて  
複数職種を遷移するために、コミュニケーションスキルなどの
「全職種共通スキル」以外に、一定以上のスキルレベルを保有
する職種で共通的に高いレベルを保有するスキルがあるのでは
ないか。  
 
これらの視点に対し、 IT エンジニアの職種遷移の実態について、
ITSS をベースにした民間の調査データを用いて分析する。  
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3.3. ITSS を用いたスキル調査データの分析 
 
前章で述べた分析視点について、民間で実施された ITSS を用いた
スキル調査データを分析する。  
 
3.3.1. 調査概要 
 
利用した調査は、特定非営利活動法人  IT スキル研究フォーラム
（ iSRF）が「全国スキル調査」として 2002 年から毎年 WEB 上で実
施しているものである [iSRF 2012]。  
この調査は、IT エンジニア個人に対し、学歴、所属企業や年収など
のプロフィール情報と、スキルの自己評価について調査したものであ
る。調査対象者は日本の IT エンジニアで、企業への所属・非所属に関
わらず回答可能である。職種は、回答者の自己選択により ITSS に基
づいた定義の中から必ず 1 つを選択する。複数職種に回答した場合、
最後に選択したデータのみが保持される。表 3-1 に、調査開始以降の
調査概要を記載する。なお、表中の調査項目は iSRF の報告書から転
載している。  
表 3-1 より当調査の調査対象人数は開始以降徐々に増加し、近年で
はコンスタントに 2 万人以上が協力していることが分かる。「 IT 人材
白書 2012」では、 IT 人材の高いキャリア成長意欲と将来の不安が数
年来継続していると指摘している [IPA 2012b]が、調査への協力人数の
増加は IT エンジニアのキャリアへの関心の高まりを示していると考
えられる。 iSRF の調査報告書でも IT エンジニアの将来キャリアへの
関心は高まっていると評価している [iSRF 2012]。  
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表 3-1： iSRF 全国スキル調査の調査概要  
 
出典： [iSRF 2012] 
 
回数 調査期間 調査実施者 調査方法 調査対象人数
（有効回答数）
調査項目
第1回 2002年9月1日～
2002年10月15日
スキル調査研究
会
Web調査による自
己評価
5051人
(2921人)
・ITSSβ 版に基づくスキル自己評価（コアスキル、テクニカ
ルスキル）
・属性（年齢、職種、経験年数、年収、最終学歴、希望職
種）
第2回 2003年5月26日
～6月30日
スキル調査研究
会
Web調査による自
己評価
11037人
（9674人）
・ITSS（2002年12月版）の「達成度指標」に基づくスキル
自己評価（①ITSSレベル、②ビジネススキル、③コアスキ
ル、④工程別スキル、⑤専門テクニカルスキル）
・属性（勤務先業種、年齢、職種、役職、経験年数、年収、
最終学歴、希望職種）
第3回 2004年5月19日
～7月16日
ITスキル研究
フォーラム（iSRF）
Web調査による自
己評価
(20,068人)
※うち、知識ポ
テンシャル調査
の有効回答数
は478人
・ITSS（2002年12月版）の「達成度指標」に基づくスキル
自己評価（①ITSSレベル、②ビジネススキル、③コアスキ
ル、④工程別スキル、⑤専門テクニカルスキル）
・知識ポテンシャル調査（情報処理技術者試験問題から
抽出）
・属性（勤務先業種、勤務先企業規模、年齢、職種、役
職、経験年数、年収、最終学歴、希望職種、業務歴、取得
資格、転職回数、スキルアップ手段）
第4回 2005年5月29日
～7月31日
ITスキル研究
フォーラム（iSRF）
スキル診断システ
ム「ITSS-DS」によ
るWEB調査
(21,986人) ・ITSS職種に基づくスキル自己評価（①達成度指標、②共
通テクニカルスキル（ビジネススキルを含む）、③専門テク
ニカルスキル、④コアスキル）
・属性（勤務先業種、勤務先企業規模、勤務地域、年齢、
職種、役職、経験年数、年収、最終学歴、希望職種、業務
歴、取得資格、転職回数、転職直前職種、スキルアップ手
段）
第5回 2006年6月12日
～9月10日
ITスキル研究
フォーラム（iSRF）
スキル診断システ
ム「ITSS-DS」によ
るWEB調査
(10,065人) ・ITSS職種に基づくスキル自己評価（①達成度指標、②共
通テクニカルスキル（ビジネススキルを含む）、③専門テク
ニカルスキル、④コアスキル）
・属性（勤務先業種、勤務先企業規模、勤務地域、年齢、
職種、役職、経験年数、年収、最終学歴、希望職種、業務
歴、取得資格、転職回数、転職直前職種、スキルアップ手
段、平均労働時間、5年後の姿）
第6回 2007年6月13日
～7月31日
ITスキル研究
フォーラム（iSRF）
スキル診断システ
ム「ITSS-DS」によ
るWEB調査
(31,334人)
※うち意識調査
の有効回答数
は、2,218人
・ITSS(V2)職種に基づくスキル自己評価（①達成度指標、
②共通テクニカルスキル、③専門テクニカルスキル、④コ
アスキル）
・属性（勤務先業種、勤務先企業規模、勤務地域、年齢、
職種、役職、経験年数、年収、最終学歴、希望職種、業務
歴、取得資格、転職回数、転職直前職種、スキルアップ手
段、平均労働時間、5年後の姿）
・意識調査（働きやすさと働きがい）
 50 
表 3-1（続き）： iSRF 全国スキル調査の調査概要  
 
出典： [iSRF 2012] 
 
回数 調査期間 調査実施者 調査方法 調査対象人数
（有効回答数）
調査項目
第7回 2008年6月16日
～2008年7月31
日
ITスキル研究
フォーラム（iSRF）
スキル診断システ
ム「ITSS-DS」によ
るWEB調査
(30,192人）
※うち意識調査
の有効回答数
は、4,668人
・ITSS(V2)職種に基づくスキル自己評価（①達成度指標、
②共通テクニカルスキル、③専門テクニカルスキル、④コ
アスキル）
・属性（勤務先業種、勤務先企業規模、勤務地域、年齢、
職種、役職、経験年数、年収、最終学歴、希望職種、業務
歴、取得資格、転職回数、転職直前職種、スキルアップ手
段、平均労働時間、5年後の姿）
・意識調査（資格試験、働きがい、給与、社内教育、就職
前教育）
第8回 2009年6月1日～
2009年7月31日
ITスキル研究
フォーラム（iSRF）
スキル診断システ
ム「ITSS-DS」によ
るWEB調査
(28,771人）
※うち意識調査
の有効回答数
は、3,851人
・ITSS職種に基づくスキル自己評価（①達成度指標、②共
通テクニカルスキル、③専門テクニカルスキル、④コアス
キル）
・属性（勤務先業種、勤務先企業規模、勤務地域、年齢、
職種、役職、経験年数、年収、最終学歴、希望職種、業務
歴、取得資格、転職回数、転職直前職種、スキルアップ手
段、平均労働時間）
・意識調査（働きがい、他業種の給与、社内教育、職場要
員数、職場要員スキル）
第9回 2010年6月14日
～8月15日
ITスキル研究
フォーラム（iSRF）
スキル診断システ
ム「ITSS-DS」によ
るWEB調査
(33,004人）
※うち意識調査
の有効回答数
は、6,332人
・ITSS職種に基づくスキル自己評価（①達成度指標、②共
通テクニカルスキル、③専門テクニカルスキル、④コアス
キル）
・属性（勤務先業種、勤務先企業規模、勤務地域、年齢、
職種、役職、経験年数、年収、最終学歴、希望職種、業務
歴、取得資格、転職回数、転職直前職種、スキルアップ手
段、平均労働時間）
・意識調査（働きがい、業務の変化、収入の変化、将来の
キャリア）
第10回 2011年6月15日
～8月15日
ITスキル研究
フォーラム（iSRF）
スキル診断システ
ム「ITSS-DS」によ
るWEB調査
(29,826人)
※うち意識調査
の有効回答数
は、4,988人
・ITSS職種に基づくスキル自己評価（①達成度指標、②共
通テクニカルスキル、③専門テクニカルスキル、④コアス
キル）
・属性（勤務先業種、勤務先企業規模、勤務地域、年齢、
職種、役職、経験年数、年収、最終学歴、希望職種、業務
歴、取得資格、転職回数、転職直前職種、スキルアップ手
段、平均労働時間）
・意識調査（働きがい、業務の変化、収入の変化、将来の
キャリア）
第11回 2012年6月18日
～8月17日
ITスキル研究
フォーラム（iSRF）
スキル診断システ
ム「ITSS-DS」によ
るWEB調査
(22,120人)
※うち意識調査
の有効回答数
は、4,234人
・ITSS職種に基づくスキル自己評価（①達成度指標、②共
通テクニカルスキル、③専門テクニカルスキル、④コアス
キル）
・属性（勤務先業種、勤務先企業規模、勤務地域、年齢、
職種、役職、経験年数、年収、最終学歴、希望職種、業務
歴、取得資格、転職回数、転職直前職種、スキルアップ手
段、平均労働時間）
・意識調査（働きがい、将来のキャリア、海外勤務、外国
語取得、クラウド経験）
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当研究では、 iSRF の協力を得て、2008 年から 2010 年の第 7 回か
ら第 9 回までの 3 年分、約 61,000 人のデータ（以降、ITSS 調査デー
タ）を用いた。表 3-1 に対象となる調査を網掛けで示す。調査項目の
うち、利用可能データとして開示された専門テクニカルスキルのデー
タと一部の属性データを分析した。  
受領データは、欠損値のチェックがすでに行われていたため、それ
以外のデータの妥当性を確認した。確認の結果、すべての専門テクニ
カルスキルの質問に同じ回答をしているデータが約 2％存在したが、
当該データの属性の回答に欠損値がないこと、および、全データに対
する割合を考慮しても大きな影響がないと判断し、妥当なデータとし
て扱うことにした。また、「1,2,1,2,1,2,1・・・」のように単純に規則
的な回答をしているデータがないか確認したが、該当するデータは無
かった。  
なお、専門テクニカルスキル評価の評価指標は ITSS の定義がスキ
ルレベルを 7 段階に定義しているのに対し、iSRF は独自に 5 段階を設
定している。当研究ではスキル得点差をより明確にするため各質問の
得点を 2 倍にし、スキルごとに集計した際の平均値が 10 段階になるよ
う再設定して分析した。なお、10 段階に再設定してもスキルに対する
自己評価の相対性は変わらないため、分析に影響は無い。  
 
 
3.3.2 ITSS 調査データの全体傾向 
 
提供をうけた 2008 年～2010 年の調査データの概観を俯瞰する。表
3-2 に調査年ごとの職種ごとの回答人数分布を示す。また、表 3-3 に
年齢ごとの人数分布を示す。  
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表 3-2： ITSS 調査 職種ごとの回答人数分布  
 
 
 
 
表 3-3： ITSS 調査 年齢ごとの回答人数分布  
 
 
 
 
 
 
 
職種 2008年 2009年 2010年
マーケティング 270 192 204
セールス 1,487 1,090 911
コンサルタント 132 241 207
ITアーキテクト 1,453 852 824
プロジェクトマネジメント 5,533 4,073 4,218
ITスペシャリスト 879 2,198 2,751
アプリケーションスペシャリスト 2,584 7,486 8,112
ソフトウェアデベロップメント 2,040 1,408 1,523
カスタマサービス 899 403 530
エデュケーション 180 136 108
ITサービスマネジメント 2,989 3,118 2,331
合計 18,446 21,197 21,719
年齢 2008年 2009年 2010年
20歳以下 11 13 21
20－25 歳 1,582 1,940 2,325
26－30 歳 3,448 4,096 4,442
31－35 歳 4,000 4,815 4,769
36－40 歳 3,649 3,886 3,813
41－45 歳 3,127 3,437 3,324
46－50 歳 1,679 1,959 1,965
51－55 歳 621 727 736
56歳以上 329 324 324
合計 18,446 21,197 21,719
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表 3-4： ITSS 調査 専門テクニカルスキル評価ごとの回答人数分布  
 
 
 
表 3-2 によると、職種別人数では、アプリケーションスペシャリス
トとプロジェクトマネジメントが多い。また、アプリケーションスペ
シャリストと IT スペシャリストは回答数の増加率が大きい。 IT アー
キテクトの人数が 2008 年から 2009 年で大きく減っているが、これは
2009 年調査の職種説明に変更があり、IT アーキテクトから IT スペシ
ャリストに分類が変わった人が、かなり存在すると考えられる。ただ
し、IT スペシャリストの増分は、IT アーキテクトの減分を考慮しても
それを上回る人数が増えている。2008 年と 2009 年の比較の際は、こ
の 2 職種の解釈に留意が必要である。  
年齢分布では、表 3-3 によると 31 歳～35 歳が最も多く各調査年で
約 20％強を占めている。36 歳～40 歳を加えると 40％強と IT エンジ
ニアは 30 代が多くを占めていることが分かる。  
 
 
 
 
スキル評価
(10点換算)
2008年 2009年 2010年
1 0 0 0
2 212 172 205
3 496 394 449
4 1,241 1,174 1,265
5 2,235 2,277 2,289
6 3,573 3,931 4,096
7 3,839 4,604 4,598
8 3,188 3,904 3,896
9 3,287 4,376 4,651
10 375 365 270
合計 18,446 21,197 21,719
平均 6.8 7.0 6.9
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表 3-5：総合スキル評価  
 
※未経験は、回答職種の経験は無いが自分のスキルレベル把握のために回
答した人  
出典： iSRF 資料 [iSRF 2012]から抽出して作成  
 
 
表 3-5 は、総合スキル評価である。なお、このデータ件数には企業
向けの独自調査データを含むため、提供データの件数とは一致しない。
総合スキル得点には、当研究に提供をうけた「専門テクニカルスキル」
以外の、「コアスキル」「共通テクニカルスキル」などビジネススキル
やヒューマンスキルの評価も含む。 ITSS のスキル定義では、「一定程
度であれば独力で出来る」をレベル 2、「独自ですべて出来る」をレベ
ル 3 以上としている [METI 2003]。表 3-5 の総合スキル評価をみると、
平均は 2.5前後で、一定の範囲については独力で出来るレベルである。
未経験の回答者を除いてスキル平均を算出しても、2.6 であり、該当職
種の業務を独自ですべて出来るレベルには至っていない。業界のリー
ダ的存在に相当するレベル 6 および 7 は 3 年間でほとんど変わらない
状況にある。  
次に IT エンジニアの職種間移動の傾向について、年齢、経験年数を
元に俯瞰した。表 3-6 に職種と経験年数の推移を示す。  
 
 
スキルレベル 2008年 2009年 2010年
未経験※ 1,750 1,712 1,995
1 4,525 4,292 5,182
2 8,398 7,925 9,028
3 10,559 9,658 11,316
4 3,913 4,107 4,353
5 901 941 999
6 133 129 123
7 13 7 8
Total 30,192 28,771 33,004
スキル平均 2.5 2.5 2.4
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表 3-6：職種と経験年数  
 
 
 
表 3-6によると、職種全体で経験年数 3年以下が 27.6％で最も多く、
5 年以上 10 年未満が 26.1％と 2 番目に多い。つまり 3 年以上 5 年未
満のタイミングで何らかの職種変更の判断が行われると推察される。
「石の上にも三年」といわれるように 3 年の経験がひとつの節目とな
っているのでは無いだろうか。一方で、15 年以上の経験人数を見ると
プロジェクトマネジメントが 15 年以上 20 年未満で 12.1％、20 年以
上も 12.0％と多い。長く経験を重ね、その長年の経験を必要とされる
職種と考えられる。  
 
経験年数と職種の関係を比較するため、図 3-1 にプロジェクトマネ
職種 職種の経験年数(上段：人数／下段：％） 合計 %
3年以下 3年以上
5年未満
5年以上
10年未
満
10年以
上15年
未満
15年以
上20年
未満
20年以
上
マーケティング 339 130 122 36 13 26 666         1.1
50.9% 19.5% 18.3% 5.4% 2.0% 3.9%
セールス 1117 567 787 443 347 227 3,488     5.7
32.0% 16.3% 22.6% 12.7% 9.9% 6.5%
コンサルタント 173 132 166 54 31 24 580         .9
29.8% 22.8% 28.6% 9.3% 5.3% 4.1%
ITアーキテクト 796 638 952 404 174 165 3,129     5.1
25.4% 20.4% 30.4% 12.9% 5.6% 5.3%
プロジェクトマネジメント 2699 2177 3512 2096 1677 1664 13,825   22.5
19.5% 15.7% 25.4% 15.2% 12.1% 12.0%
ITスペシャリスト 1735 1133 1750 694 317 199 5,828     9.5
29.8% 19.4% 30.0% 11.9% 5.4% 3.4%
アプリケーションスペシャリスト 4741 2910 4981 2643 1734 1172 18,181   29.6
26.1% 16.0% 27.4% 14.5% 9.5% 6.4%
ソフトウェアデベロップメント 1652 832 1252 574 406 255 4,971     8.1
33.2% 16.7% 25.2% 11.5% 8.2% 5.1%
カスタマサービス 572 327 467 222 134 110 1,832     3.0
31.2% 17.8% 25.5% 12.1% 7.3% 6.0%
エデュケーション 172 77 83 40 24 28 424         .7
40.6% 18.2% 19.6% 9.4% 5.7% 6.6%
ITサービスマネジメント 2933 1397 1915 929 747 517 8,438     13.8
34.8% 16.6% 22.7% 11.0% 8.9% 6.1%
合計 16929 10320 15987 8135 5604 4387 61,362   100.0
27.6% 16.8% 26.1% 13.3% 9.1% 7.1%
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ジメントの経験年数ごとの人数分布を示す。また、図 3-2 にプロジェ
クトマネジメント以外の全職種の経験年数人数分布を示す。  
ふたつの図を比較するとプロジェクトマネジメント以外の職種では
10 年以上の経験者が減っているが、プロジェクトマネジメントはさほ
ど減少していないことが分かる。  
 
 
 
図3-1：プロジェクトマネジメントの職種経験年数  
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図 3-2：プロジェクトマネジメント以外の職種経験年数  
 
 
次に、表 3-7 および図 3-3 に職種別の 3 年未満の年齢分布を記載す
る。経験年数 3 年未満で比較すると、20 代が多い職種はセールス、IT
アーキテクト、IT スペシャリスト、アプリケーションスペシャリスト、
ソフトウエアデベロップメント、カスタマサービスがある。30 代以上
が多い職種はマーケティング、コンサルタント、エデュケーションが
ある。プロジェクトマネジメントと IT サービスマネジメントは各年齢
層に満遍なく存在していた。  
 
 
 
 58 
表 3-7：職種別経験年数 3 年未満の年齢構成  
 
 
 
 
図 3-3：職種別経験年数 3 年未満の年齢構成  
 
 
職種 20 歳未
満
20 ～ 25
歳
26 ～ 30
歳
31 ～ 35
歳
36 ～ 40
歳
41 ～ 45
歳
46 ～ 50
歳
51 ～ 55
歳
56 歳以
上
合計
マーケティング 0 30 52 78 62 52 38 16 11 339
セールス 0 264 244 200 147 125 71 36 30 1,117
コンサルタント 0 11 34 35 24 29 25 9 6 173
ＩＴアーキテクト 0 160 272 182 82 66 23 10 1 796
プロジェクトマネジメント 2 445 500 616 506 396 160 51 23 2,699
ＩＴスペシャリスト 2 498 629 313 147 94 34 14 4 1,735
アプリケーションスペシャリスト 12 2,250 1,508 484 231 156 74 21 5 4,741
ソフトウェアデベロップメント 7 681 661 148 88 46 18 2 1 1,652
カスタマサービス 1 150 173 94 72 37 26 15 4 572
エデュケーション 0 12 24 51 24 22 22 7 10 172
ＩＴサービスマネジメント 10 746 824 496 348 232 171 64 42 2,933
合計 34 5,247 4,921 2,697 1,731 1,255 662 245 137 16,929
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次に、図 3-4 に全職種の年齢構成を示す。これによると年齢が高く
なるにつれ上流工程を担当する職種の人数が増加する。前掲の図 3-3
でコンサルタントやプロジェクトマネジメント、エデュケーションの
職種経験 3 年未満の人に 35 歳以上が多いことと合わせて考えると、ア
プリケーションスペシャリストからプロジェクトマネジメントやコン
サルタントへの職種移動があると考えられる。  
 
 
図 3-4：職種と年齢構成  
 
 
コンサルタント、プロジェクトマネジメントとアプリケーションス
ペシャリストについて、表 3-8～表 3-19 に職種ごとの年齢と経験年数
の推移を示す。回答人数の多いプロジェクトマネジメントとアプリケ
ーションスペシャリストを比較すると、平均経験年数は同じだが、ア
プリケーションスペシャリストの方が平均年齢は若い。  
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表 3-8：職種の経験年数と年齢（全体）  
 
 
表 3-9：職種の経験年数と年齢（マーケティング）  
 
 
 
 
3 年未満 3 ～ 5 年未
満
5 ～ 10 年
未満
10 ～ 15 年
未満
15 ～ 20 年
未満
20 年以上
20 歳未満 34 2 0 0 0 0 36
0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1%
20 ～ 25 歳 5,247 547 49 3 0 1 5,847
31.0% 5.3% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 9.5%
26 ～ 30 歳 4,921 3,781 3,207 78 2 2 11,991
29.1% 36.6% 20.1% 1.0% 0.0% 0.0% 19.5%
31 ～ 35 歳 2,697 2,336 6,136 2,337 73 6 13,585
15.9% 22.6% 38.4% 28.7% 1.3% 0.1% 22.1%
36 ～ 40 歳 1,731 1,549 2,778 3,007 2,182 104 11,351
10.2% 15.0% 17.4% 37.0% 38.9% 2.4% 18.5%
41 ～ 45 歳 1,255 1,236 2,111 1,452 2,378 1,456 9,888
7.4% 12.0% 13.2% 17.8% 42.4% 33.2% 16.1%
46 ～ 50 歳 662 544 1,145 843 649 1,760 5,603
3.9% 5.3% 7.2% 10.4% 11.6% 40.1% 9.1%
51 ～ 55 歳 245 215 358 302 230 734 2,084
1.4% 2.1% 2.2% 3.7% 4.1% 16.7% 3.4%
56 歳以上 137 110 203 113 90 324 977
0.8% 1.1% 1.3% 1.4% 1.6% 7.4% 1.6%
合計 16,929 10,320 15,987 8,135 5,604 4,387 61,362
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
年齢 職種経験年数（上段/人数、下段/比率％） 合計
3 年未満 3 ～ 5 年未
満
5 ～ 10 年
未満
10 ～ 15 年
未満
15 ～ 20 年
未満
20 年以上
20 歳未満 0 0 0 0 0 0 0
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
20 ～ 25 歳 30 1 0 0 0 0 31
8.8% .8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.7%
26 ～ 30 歳 52 16 10 0 0 0 78
15.3% 12.3% 8.2% 0.0% 0.0% 0.0% 11.7%
31 ～ 35 歳 78 32 16 3 0 0 129
23.0% 24.6% 13.1% 8.3% 0.0% 0.0% 19.4%
36 ～ 40 歳 62 18 24 6 4 0 114
18.3% 13.8% 19.7% 16.7% 30.8% 0.0% 17.1%
41 ～ 45 歳 52 25 29 8 2 6 122
15.3% 19.2% 23.8% 22.2% 15.4% 23.1% 18.3%
46 ～ 50 歳 38 13 18 13 5 7 94
11.2% 10.0% 14.8% 36.1% 38.5% 26.9% 14.1%
51 ～ 55 歳 16 9 14 4 1 7 51
4.7% 6.9% 11.5% 11.1% 7.7% 26.9% 7.7%
56 歳以上 11 16 11 2 1 6 47
3.2% 12.3% 9.0% 5.6% 7.7% 23.1% 7.1%
合計 339 130 122 36 13 26 666
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
年齢 職種経験年数（上段/人数、下段/比率％） 合計
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表 3-10：職種の経験年数と年齢（セールス）  
 
 
表 3-11：職種の経験年数と年齢（コンサルタント）  
 
 
 
 
3 年未満 3 ～ 5 年未
満
5 ～ 10 年
未満
10 ～ 15 年
未満
15 ～ 20 年
未満
20 年以上
20 歳未満 0 0 0 0 0 0 0
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
20 ～ 25 歳 264 17 0 0 0 0 281
23.6% 3.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.1%
26 ～ 30 歳 244 142 92 2 0 1 481
21.8% 25.0% 11.7% 0.5% 0.0% 0.4% 13.8%
31 ～ 35 歳 200 134 245 74 0 0 653
17.9% 23.6% 31.1% 16.7% 0.0% 0.0% 18.7%
36 ～ 40 歳 147 83 157 154 70 3 614
13.2% 14.6% 19.9% 34.8% 20.2% 1.3% 17.6%
41 ～ 45 歳 125 91 144 100 169 43 672
11.2% 16.0% 18.3% 22.6% 48.7% 18.9% 19.3%
46 ～ 50 歳 71 60 86 72 59 106 454
6.4% 10.6% 10.9% 16.3% 17.0% 46.7% 13.0%
51 ～ 55 歳 36 21 28 22 33 54 194
3.2% 3.7% 3.6% 5.0% 9.5% 23.8% 5.6%
56 歳以上 30 19 35 19 16 20 139
2.7% 3.4% 4.4% 4.3% 4.6% 8.8% 4.0%
合計 1,117 567 787 443 347 227 3,488
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
年齢 職種経験年数（上段/人数、下段/比率％） 合計
3 年未満 3 ～ 5 年未
満
5 ～ 10 年
未満
10 ～ 15 年
未満
15 ～ 20 年
未満
20 年以上
20 歳未満 0 0 0 0 0 0 0
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
20 ～ 25 歳 11 0 0 0 0 0 11
6.4% .0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9%
26 ～ 30 歳 34 16 4 0 0 0 54
19.7% 12.1% 2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 9.3%
31 ～ 35 歳 35 27 30 4 0 0 96
20.2% 20.5% 18.1% 7.4% 0.0% 0.0% 16.6%
36 ～ 40 歳 24 24 27 12 4 0 91
13.9% 18.2% 16.3% 22.2% 12.9% 0.0% 15.7%
41 ～ 45 歳 29 28 36 15 12 1 121
16.8% 21.2% 21.7% 27.8% 38.7% 4.2% 20.9%
46 ～ 50 歳 25 12 40 14 5 9 105
14.5% 9.1% 24.1% 25.9% 16.1% 37.5% 18.1%
51 ～ 55 歳 9 17 19 4 4 6 59
5.2% 12.9% 11.4% 7.4% 12.9% 25.0% 10.2%
56 歳以上 6 8 10 5 6 8 43
3.5% 6.1% 6.0% 9.3% 19.4% 33.3% 7.4%
合計 173 132 166 54 31 24 580
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
年齢 職種経験年数（上段/人数、下段/比率％） 合計
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表 3-12：職種の経験年数と年齢（ IT アーキテクト）  
 
 
表 3-13：職種の経験年数と年齢（プロジェクトマネジメント）  
 
 
 
 
3 年未満 3 ～ 5 年未
満
5 ～ 10 年
未満
10 ～ 15 年
未満
15 ～ 20 年
未満
20 年以上
20 歳未満 0 0 0 0 0 0 0
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
20 ～ 25 歳 160 13 0 2 0 0 175
20.1% 2.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0% 5.6%
26 ～ 30 歳 272 192 138 2 0 0 604
34.2% 30.1% 14.5% 0.5% 0.0% 0.0% 19.3%
31 ～ 35 歳 182 212 357 93 0 0 844
22.9% 33.2% 37.5% 23.0% 0.0% 0.0% 27.0%
36 ～ 40 歳 82 121 213 148 46 3 613
10.3% 19.0% 22.4% 36.6% 26.4% 1.8% 19.6%
41 ～ 45 歳 66 68 150 96 77 46 503
8.3% 10.7% 15.8% 23.8% 44.3% 27.9% 16.1%
46 ～ 50 歳 23 26 66 45 34 71 265
2.9% 4.1% 6.9% 11.1% 19.5% 43.0% 8.5%
51 ～ 55 歳 10 6 22 13 11 33 95
1.3% 0.9% 2.3% 3.2% 6.3% 20.0% 3.0%
56 歳以上 1 0 6 5 6 12 30
0.1% 0.0% 0.6% 1.2% 3.4% 7.3% 1.0%
合計 796 638 952 404 174 165 3,129
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
年齢 職種経験年数（上段/人数、下段/比率％） 合計
3 年未満 3 ～ 5 年未
満
5 ～ 10 年
未満
10 ～ 15 年
未満
15 ～ 20 年
未満
20 年以上
20 歳未満 2 0 0 0 0 0 2
0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
20 ～ 25 歳 445 48 5 1 0 0 499
16.5% 2.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 3.6%
26 ～ 30 歳 500 330 350 8 0 1 1,189
18.5% 15.2% 10.0% 0.4% 0.0% 0.1% 8.6%
31 ～ 35 歳 616 432 970 363 7 0 2,388
22.8% 19.8% 27.6% 17.3% 0.4% 0.0% 17.3%
36 ～ 40 歳 506 580 712 706 513 21 3,038
18.7% 26.6% 20.3% 33.7% 30.6% 1.3% 22.0%
41 ～ 45 歳 396 520 793 451 798 504 3,462
14.7% 23.9% 22.6% 21.5% 47.6% 30.3% 25.0%
46 ～ 50 歳 160 196 494 389 227 735 2,201
5.9% 9.0% 14.1% 18.6% 13.5% 44.2% 15.9%
51 ～ 55 歳 51 52 125 139 96 267 730
1.9% 2.4% 3.6% 6.6% 5.7% 16.0% 5.3%
56 歳以上 23 19 63 39 36 136 316
0.9% 0.9% 1.8% 1.9% 2.1% 8.2% 2.3%
合計 2,699 2,177 3,512 2,096 1,677 1,664 13,825
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
年齢 職種経験年数（上段/人数、下段/比率％） 合計
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表 3-14：職種の経験年数と年齢（ IT スペシャリスト）  
 
 
表 3-15：職種の経験年数と年齢（アプリケーションスペシャリスト） 
 
 
 
 
3 年未満 3 ～ 5 年未
満
5 ～ 10 年
未満
10 ～ 15 年
未満
15 ～ 20 年
未満
20 年以上
20 歳未満 2 1 0 0 0 0 3
0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1%
20 ～ 25 歳 498 59 2 0 0 0 559
28.7% 5.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 9.6%
26 ～ 30 歳 629 401 279 2 0 0 1,311
36.3% 35.4% 15.9% 0.3% 0.0% 0.0% 22.5%
31 ～ 35 歳 313 352 736 181 7 2 1,591
18.0% 31.1% 42.1% 26.1% 2.2% 1.0% 27.3%
36 ～ 40 歳 147 142 367 276 107 3 1,042
8.5% 12.5% 21.0% 39.8% 33.8% 1.5% 17.9%
41 ～ 45 歳 94 122 231 145 144 73 809
5.4% 10.8% 13.2% 20.9% 45.4% 36.7% 13.9%
46 ～ 50 歳 34 43 102 58 45 69 351
2.0% 3.8% 5.8% 8.4% 14.2% 34.7% 6.0%
51 ～ 55 歳 14 11 24 28 11 41 129
0.8% 1.0% 1.4% 4.0% 3.5% 20.6% 2.2%
56 歳以上 4 2 9 4 3 11 33
0.2% 0.2% 0.5% 0.6% 0.9% 5.5% 0.6%
合計 1,735 1,133 1,750 694 317 199 5,828
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
年齢 職種経験年数（上段/人数、下段/比率％） 合計
3 年未満 3 ～ 5 年未
満
5 ～ 10 年
未満
10 ～ 15 年
未満
15 ～ 20 年
未満
20 年以上
20 歳未満 12 1 0 0 0 0 13
0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1%
20 ～ 25 歳 2,250 240 16 0 0 0 2,506
47.5% 8.2% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 13.8%
26 ～ 30 歳 1,508 1,645 1,440 21 0 0 4,614
31.8% 56.5% 28.9% 0.8% 0.0% 0.0% 25.4%
31 ～ 35 歳 484 581 2,418 999 15 2 4,499
10.2% 20.0% 48.5% 37.8% 0.9% 0.2% 24.7%
36 ～ 40 歳 231 234 634 1,081 819 27 3,026
4.9% 8.0% 12.7% 40.9% 47.2% 2.3% 16.6%
41 ～ 45 歳 156 122 319 381 710 434 2,122
3.3% 4.2% 6.4% 14.4% 40.9% 37.0% 11.7%
46 ～ 50 歳 74 58 124 118 140 470 984
1.6% 2.0% 2.5% 4.5% 8.1% 40.1% 5.4%
51 ～ 55 歳 21 23 19 34 45 177 319
0.4% 0.8% 0.4% 1.3% 2.6% 15.1% 1.8%
56 歳以上 5 6 11 9 5 62 98
0.1% 0.2% 0.2% 0.3% 0.3% 5.3% 0.5%
合計 4,741 2,910 4,981 2,643 1,734 1,172 18,181
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
年齢 職種経験年数（上段/人数、下段/比率％） 合計
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表 3-16：職種の経験年数と年齢（ソフトウエアデベロップメント）  
 
 
表 3-17：職種の経験年数と年齢（カスタマサービス）  
 
 
 
 
3 年未満 3 ～ 5 年未
満
5 ～ 10 年
未満
10 ～ 15 年
未満
15 ～ 20 年
未満
20 年以上
20 歳未満 7 0 0 0 0 0 7
0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1%
20 ～ 25 歳 681 50 1 0 0 0 732
41.2% 6.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 14.7%
26 ～ 30 歳 661 493 365 3 0 0 1,522
40.0% 59.3% 29.2% 0.5% 0.0% 0.0% 30.6%
31 ～ 35 歳 148 160 625 223 4 1 1,161
9.0% 19.2% 49.9% 38.9% 1.0% 0.4% 23.4%
36 ～ 40 歳 88 66 163 267 183 15 782
5.3% 7.9% 13.0% 46.5% 45.1% 5.9% 15.7%
41 ～ 45 歳 46 50 62 51 193 113 515
2.8% 6.0% 5.0% 8.9% 47.5% 44.3% 10.4%
46 ～ 50 歳 18 10 30 22 21 91 192
1.1% 1.2% 2.4% 3.8% 5.2% 35.7% 3.9%
51 ～ 55 歳 2 3 4 6 5 22 42
0.1% 0.4% 0.3% 1.0% 1.2% 8.6% 0.8%
56 歳以上 1 0 2 2 0 13 18
0.1% 0.0% 0.2% 0.3% 0.0% 5.1% 0.4%
合計 1,652 832 1,252 574 406 255 4,971
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
年齢 職種経験年数（上段/人数、下段/比率％） 合計
3 年未満 3 ～ 5 年未
満
5 ～ 10 年
未満
10 ～ 15 年
未満
15 ～ 20 年
未満
20 年以上
20 歳未満 1 0 0 0 0 0 1
0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1%
20 ～ 25 歳 150 20 4 0 0 0 174
26.2% 6.1% 0.9% 0.0% 0.0% 0.0% 9.5%
26 ～ 30 歳 173 100 109 3 0 0 385
30.2% 30.6% 23.3% 1.4% 0.0% 0.0% 21.0%
31 ～ 35 歳 94 96 165 81 5 0 441
16.4% 29.4% 35.3% 36.5% 3.7% 0.0% 24.1%
36 ～ 40 歳 72 47 77 70 66 0 332
12.6% 14.4% 16.5% 31.5% 49.3% 0.0% 18.1%
41 ～ 45 歳 37 32 66 33 47 40 255
6.5% 9.8% 14.1% 14.9% 35.1% 36.4% 13.9%
46 ～ 50 歳 26 16 22 20 12 39 135
4.5% 4.9% 4.7% 9.0% 9.0% 35.5% 7.4%
51 ～ 55 歳 15 11 18 8 3 22 77
2.6% 3.4% 3.9% 3.6% 2.2% 20.0% 4.2%
56 歳以上 4 5 6 7 1 9 32
0.7% 1.5% 1.3% 3.2% 0.7% 8.2% 1.7%
合計 572 327 467 222 134 110 1,832
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
年齢 職種経験年数（上段/人数、下段/比率％） 合計
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表 3-18：職種の経験年数と年齢（エデュケーション）  
 
 
表 3-19：職種の経験年数と年齢（ IT サービスマネジメント）  
 
 
 
 
3 年未満 3 ～ 5 年未
満
5 ～ 10 年
未満
10 ～ 15 年
未満
15 ～ 20 年
未満
20 年以上
20 歳未満 0 0 0 0 0 0 0
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
20 ～ 25 歳 12 0 0 0 0 0 12
7.0% .0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.8%
26 ～ 30 歳 24 7 7 0 0 0 38
14.0% 9.1% 8.4% 0.0% 0.0% 0.0% 9.0%
31 ～ 35 歳 51 17 21 4 1 1 95
29.7% 22.1% 25.3% 10.0% 4.2% 3.6% 22.4%
36 ～ 40 歳 24 19 11 13 8 0 75
14.0% 24.7% 13.3% 32.5% 33.3% 0.0% 17.7%
41 ～ 45 歳 22 16 16 6 6 7 73
12.8% 20.8% 19.3% 15.0% 25.0% 25.0% 17.2%
46 ～ 50 歳 22 4 15 5 6 11 63
12.8% 5.2% 18.1% 12.5% 25.0% 39.3% 14.9%
51 ～ 55 歳 7 9 9 10 2 7 44
4.1% 11.7% 10.8% 25.0% 8.3% 25.0% 10.4%
56 歳以上 10 5 4 2 1 2 24
5.8% 6.5% 4.8% 5.0% 4.2% 7.1% 5.7%
合計 172 77 83 40 24 28 424
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
年齢 職種経験年数（上段/人数、下段/比率％） 合計
3 年未満 3 ～ 5 年未
満
5 ～ 10 年
未満
10 ～ 15 年
未満
15 ～ 20 年
未満
20 年以上
20 歳未満 10 0 0 0 0 0 10
0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1%
20 ～ 25 歳 746 99 21 0 0 1 867
25.4% 7.1% 1.1% 0.0% 0.0% 0.2% 10.3%
26 ～ 30 歳 824 439 413 37 2 0 1,715
28.1% 31.4% 21.6% 4.0% 0.3% 0.0% 20.3%
31 ～ 35 歳 496 293 553 312 34 0 1,688
16.9% 21.0% 28.9% 33.6% 4.6% 0.0% 20.0%
36 ～ 40 歳 348 215 393 274 362 32 1,624
11.9% 15.4% 20.5% 29.5% 48.5% 6.2% 19.2%
41 ～ 45 歳 232 162 265 166 220 189 1,234
7.9% 11.6% 13.8% 17.9% 29.5% 36.6% 14.6%
46 ～ 50 歳 171 106 148 87 95 152 759
5.8% 7.6% 7.7% 9.4% 12.7% 29.4% 9.0%
51 ～ 55 歳 64 53 76 34 19 98 344
2.2% 3.8% 4.0% 3.7% 2.5% 19.0% 4.1%
56 歳以上 42 30 46 19 15 45 197
1.4% 2.1% 2.4% 2.0% 2.0% 8.7% 2.3%
合計 2,933 1,397 1,915 929 747 517 8,438
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
年齢 職種経験年数（上段/人数、下段/比率％） 合計
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次に、経験年数とスキル自己評価の関係について確認する。表 3-20
に経験年数とスキル自己評価の相関係数を示す。全ての職種で負の相
関が有意であった。これは表 3-21 に見られるように経験を経ると自己
評価が下がる傾向と合致している。表 3-20 に太字で示したコンサルタ
ント、エデュケーションのように外部の人と積極的なコミュニケーシ
ョンが必要な職種と、アプリケーションスペシャリストやソフトウエ
アデベロップメントといったプログラム開発に近い分野の職種で特に
負の相関が大きい。  
 
表 3-20：職種ごとの経験年数とスキル自己評価の相関  
 
 
 
 表 3-21～3-32 は、職種ごとの専門テクニカルスキルの自己評価（10
点満点）と職種経験年数を示したものである。経験年数ごとに最も人
数が多い得点を太字下線で示す。コンサルタントとプロジェクトマネ
ジメントを比較すると、どちらも最も人数が多いのは 6 点だが、経験
の推移で大きな差が見られる。コンサルタントは職種についた当初は
自己評価が７点で、経験年数を積むごとに評価が低くなっている。一
方、プロジェクトマネジメントは 9 点から開始し、その後 6 点に下が
るものの、そこからは大きく変化しない。コンサルタントと似た傾向
を示す職種としては、アプリケーションスペシャリスト、ソフトウエ
職種 Peasonの相関係数
（経験年数/スキル得点）
マーケティング -.266**
セールス -.386**
コンサルタント - .424**
ITアーキテクト -.366**
プロジェクトマネジメント -.320**
ITスペシャリスト -.377**
アプリケーションスペシャリスト - .471**
ソフトウエアデベロップメント - .437**
カスタマサービス -.360**
エデュケーション - .529**
ITサービスマネジメント -.264**
**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側) 
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アデベロップメント、エデュケーションがある。また、プロジェクト
マネジメントと似た傾向を示す職種には、セールス、IT スペシャリス
トがある。IT アーキテクトはいったん下がるものの経験年数を積むご
と自己評価が向上していた。このように自己評価パターンが変化する
ことの要因として、リアリティ・ショックの可能性や経験に応じて担
当する業務の難易度や規模が変化することが考えられるが、さらに詳
細な原因分析の必要があろう。  
 
表 3-21：経験年数と専門テクニカルスキルの自己評価（全体）  
 
 
表 3-22：経験年数と専門テクニカルスキルの自己評価  
（マーケティング）  
 
2 3 4 5 6 7 8 9 10
3 年未満 42 103 343 757 1,684 2,648 3,270 7,421 661 16,929
7.1% 7.7% 9.3% 11.1% 14.5% 20.3% 29.8% 60.3% 65.4% 27.6%
3 ～ 5 年未満 75 160 485 993 1,828 2,421 2,275 1,997 86 10,320
12.7% 11.9% 13.2% 14.6% 15.8% 18.6% 20.7% 16.2% 8.5% 16.8%
5 ～ 10 年未満 153 375 1,037 2,009 3,632 3,923 3,031 1,740 87 15,987
26.0% 28.0% 28.2% 29.5% 31.3% 30.1% 27.6% 14.1% 8.6% 26.1%
10 ～ 15 年未
満
118 283 748 1,258 2,011 1,870 1,200 571 76 8,135
20.0% 21.1% 20.3% 18.5% 17.3% 14.3% 10.9% 4.6% 7.5% 13.3%
15 ～ 20 年未
満
78 181 527 956 1,350 1,308 765 373 66 5,604
13.2% 13.5% 14.3% 14.1% 11.6% 10.0% 7.0% 3.0% 6.5% 9.1%
20 年以上 123 237 540 828 1,095 871 447 212 34 4,387
20.9% 17.7% 14.7% 12.2% 9.4% 6.7% 4.1% 1.7% 3.4% 7.1%
合計 589 1,339 3,680 6,801 11,600 13,041 10,988 12,314 1,010 61,362
1.0% 2.2% 6.0% 11.1% 18.9% 21.3% 17.9% 20.1% 1.6% 100.0%
職種経験年数 専門テクニカルスキル自己評価（上段/人数、下段/比率％） 合計
2 3 4 5 6 7 8 9 10
3 年未満 2 14 25 26 60 68 59 69 16 339
6.9% 28.6% 33.8% 40.0% 54.1% 57.1% 59.6% 71.1% 69.6% 50.9%
3 ～ 5 年未満 13 14 15 13 24 21 20 8 2 130
44.8% 28.6% 20.3% 20.0% 21.6% 17.6% 20.2% 8.2% 8.7% 19.5%
5 ～ 10 年未満 8 11 20 18 14 22 15 14 0 122
27.6% 22.4% 27.0% 27.7% 12.6% 18.5% 15.2% 14.4% 0.0% 18.3%
10 ～ 15 年未
満
2 4 8 3 5 3 3 5 3 36
6.9% 8.2% 10.8% 4.6% 4.5% 2.5% 3.0% 5.2% 13.0% 5.4%
15 ～ 20 年未
満
2 1 1 1 2 3 1 1 1 13
6.9% 2.0% 1.4% 1.5% 1.8% 2.5% 1.0% 1.0% 4.3% 2.0%
20 年以上 2 5 5 4 6 2 1 0 1 26
6.9% 10.2% 6.8% 6.2% 5.4% 1.7% 1.0% 0.0% 4.3% 3.9%
合計 29 49 74 65 111 119 99 97 23 666
4.4% 7.4% 11.1% 9.8% 16.7% 17.9% 14.9% 14.6% 3.5% 100.0%
職種経験年数 専門テクニカルスキル自己評価（上段/人数、下段/比率％） 合計
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表 3-23：経験年数と専門テクニカルスキルの自己評価（セールス）  
 
 
 
表 3-24：経験年数と専門テクニカルスキルの自己評価  
（コンサルタント）  
 
 
 
 
 
 
 
 
2 3 4 5 6 7 8 9 10
3 年未満 9 19 58 97 200 258 234 229 13 1,117
11.3% 13.9% 15.3% 16.1% 23.0% 37.0% 54.3% 82.4% 76.5% 32.0%
3 ～ 5 年未満 14 15 60 91 151 137 70 26 3 567
17.5% 10.9% 15.8% 15.1% 17.4% 19.7% 16.2% 9.4% 17.6% 16.3%
5 ～ 10 年未満 16 36 97 164 234 154 72 13 1 787
20.0% 26.3% 25.6% 27.3% 27.0% 22.1% 16.7% 4.7% 5.9% 22.6%
10 ～ 15 年未
満
14 28 69 112 121 67 26 6 0 443
17.5% 20.4% 18.2% 18.6% 13.9% 9.6% 6.0% 2.2% 0.0% 12.7%
15 ～ 20 年未
満
8 16 55 89 104 51 22 2 0 347
10.0% 11.7% 14.5% 14.8% 12.0% 7.3% 5.1% 0.7% 0.0% 9.9%
20 年以上 19 23 40 48 58 30 7 2 0 227
23.8% 16.8% 10.6% 8.0% 6.7% 4.3% 1.6% 0.7% 0.0% 6.5%
合計 80 137 379 601 868 697 431 278 17 3,488
2.3% 3.9% 10.9% 17.2% 24.9% 20.0% 12.4% 8.0% 0.5% 100.0%
職種経験年数 専門テクニカルスキル自己評価（上段/人数、下段/比率％） 合計
2 3 4 5 6 7 8 9 10
3 年未満 5 4 13 20 30 38 31 28 4 173
10.9% 7.8% 12.3% 22.7% 27.0% 44.7% 70.5% 62.2% 100.0% 29.8%
3 ～ 5 年未満 3 10 26 23 34 22 8 6 0 132
6.5% 19.6% 24.5% 26.1% 30.6% 25.9% 18.2% 13.3% 0.0% 22.8%
5 ～ 10 年未満 15 22 35 35 29 18 4 8 0 166
32.6% 43.1% 33.0% 39.8% 26.1% 21.2% 9.1% 17.8% 0.0% 28.6%
10 ～ 15 年未
満
10 7 23 5 7 1 1 0 0 54
21.7% 13.7% 21.7% 5.7% 6.3% 1.2% 2.3% 0.0% 0.0% 9.3%
15 ～ 20 年未
満
7 6 3 1 6 5 0 3 0 31
15.2% 11.8% 2.8% 1.1% 5.4% 5.9% 0.0% 6.7% 0.0% 5.3%
20 年以上 6 2 6 4 5 1 0 0 0 24
13.0% 3.9% 5.7% 4.5% 4.5% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0% 4.1%
合計 46 51 106 88 111 85 44 45 4 580
7.9% 8.8% 18.3% 15.2% 19.1% 14.7% 7.6% 7.8% 0.7% 100.0%
職種経験年数 専門テクニカルスキル自己評価（上段/人数、下段/比率％） 合計
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表 3-25：経験年数と専門テクニカルスキルの自己評価  
（ IT アーキテクト）  
 
 
 
表 3-26：経験年数と専門テクニカルスキルの自己評価  
（プロジェクトマネジメント）  
 
 
 
 
 
 
 
2 3 4 5 6 7 8 9 10
3 年未満 4 4 22 40 96 128 137 305 60 796
9.1% 4.0% 9.7% 11.0% 16.9% 19.6% 26.6% 52.1% 84.5% 25.4%
3 ～ 5 年未満 6 12 37 72 97 163 121 121 9 638
13.6% 11.9% 16.3% 19.8% 17.0% 25.0% 23.4% 20.7% 12.7% 20.4%
5 ～ 10 年未満 14 36 89 122 202 211 173 103 2 952
31.8% 35.6% 39.2% 33.6% 35.5% 32.3% 33.5% 17.6% 2.8% 30.4%
10 ～ 15 年未
満
9 23 40 72 92 84 46 38 0 404
20.5% 22.8% 17.6% 19.8% 16.2% 12.9% 8.9% 6.5% 0.0% 12.9%
15 ～ 20 年未
満
1 8 16 32 48 42 20 7 0 174
2.3% 7.9% 7.0% 8.8% 8.4% 6.4% 3.9% 1.2% 0.0% 5.6%
20 年以上 10 18 23 25 34 25 19 11 0 165
22.7% 17.8% 10.1% 6.9% 6.0% 3.8% 3.7% 1.9% 0.0% 5.3%
合計 44 101 227 363 569 653 516 585 71 3,129
1.4% 3.2% 7.3% 11.6% 18.2% 20.9% 16.5% 18.7% 2.3% 100.0%
職種経験年数 専門テクニカルスキル自己評価（上段/人数、下段/比率％） 合計
2 3 4 5 6 7 8 9 10
3 年未満 12 28 98 247 510 590 427 651 136 2,699
6.1% 5.5% 6.8% 10.1% 15.2% 20.6% 27.6% 50.7% 73.9% 19.5%
3 ～ 5 年未満 17 53 196 365 555 472 284 217 18 2,177
8.7% 10.4% 13.7% 14.9% 16.5% 16.5% 18.3% 16.9% 9.8% 15.7%
5 ～ 10 年未満 43 119 367 640 912 755 414 248 14 3,512
21.9% 23.3% 25.6% 26.1% 27.2% 26.4% 26.7% 19.3% 7.6% 25.4%
10 ～ 15 年未
満
44 122 277 428 539 411 182 86 7 2,096
22.4% 23.9% 19.3% 17.5% 16.1% 14.4% 11.7% 6.7% 3.8% 15.2%
15 ～ 20 年未
満
26 84 234 358 410 357 143 57 8 1,677
13.3% 16.5% 16.3% 14.6% 12.2% 12.5% 9.2% 4.4% 4.3% 12.1%
20 年以上 54 104 261 412 431 278 99 24 1 1,664
27.6% 20.4% 18.2% 16.8% 12.8% 9.7% 6.4% 1.9% 0.5% 12.0%
合計 196 510 1,433 2,450 3,357 2,863 1,549 1,283 184 13,825
1.4% 3.7% 10.4% 17.7% 24.3% 20.7% 11.2% 9.3% 1.3% 100.0%
職種経験年数 専門テクニカルスキル自己評価（上段/人数、下段/比率％） 合計
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表 3-27：経験年数と専門テクニカルスキルの自己評価  
（ IT スペシャリスト）  
 
 
 
表 3-28：経験年数と専門テクニカルスキルの自己評価  
（アプリケーションスペシャリスト）  
 
 
 
 
 
 
 
2 3 4 5 6 7 8 9 10
3 年未満 1 4 22 54 108 220 323 941 62 1,735
2.4% 4.9% 10.3% 10.7% 12.2% 17.2% 27.4% 60.5% 72.9% 29.8%
3 ～ 5 年未満 7 13 27 88 168 283 260 280 7 1,133
16.7% 15.9% 12.6% 17.5% 18.9% 22.1% 22.1% 18.0% 8.2% 19.4%
5 ～ 10 年未満 15 30 77 206 372 452 376 213 9 1,750
35.7% 36.6% 36.0% 40.9% 41.9% 35.3% 31.9% 13.7% 10.6% 30.0%
10 ～ 15 年未
満
8 21 51 90 148 180 125 68 3 694
19.0% 25.6% 23.8% 17.9% 16.7% 14.1% 10.6% 4.4% 3.5% 11.9%
15 ～ 20 年未
満
5 5 20 40 57 98 57 32 3 317
11.9% 6.1% 9.3% 7.9% 6.4% 7.7% 4.8% 2.1% 3.5% 5.4%
20 年以上 6 9 17 26 35 47 37 21 1 199
14.3% 11.0% 7.9% 5.2% 3.9% 3.7% 3.1% 1.4% 1.2% 3.4%
合計 42 82 214 504 888 1,280 1,178 1,555 85 5,828
0.7% 1.4% 3.7% 8.6% 15.2% 22.0% 20.2% 26.7% 1.5% 100.0%
職種経験年数 専門テクニカルスキル自己評価（上段/人数、下段/比率％） 合計
2 3 4 5 6 7 8 9 10
3 年未満 2 7 34 98 241 515 878 2,803 163 4,741
3.3% 3.8% 5.4% 6.8% 7.5% 12.5% 22.7% 62.7% 84.0% 26.1%
3 ～ 5 年未満 8 19 42 146 381 690 847 765 12 2,910
13.3% 10.3% 6.7% 10.1% 11.9% 16.7% 21.9% 17.1% 6.2% 16.0%
5 ～ 10 年未満 9 49 190 431 1,064 1,459 1,206 564 9 4,981
15.0% 26.5% 30.1% 30.0% 33.2% 35.4% 31.1% 12.6% 4.6% 27.4%
10 ～ 15 年未
満
15 39 157 336 731 709 488 163 5 2,643
25.0% 21.1% 24.9% 23.3% 22.8% 17.2% 12.6% 3.6% 2.6% 14.5%
15 ～ 20 年未
満
9 34 100 255 447 461 305 119 4 1,734
15.0% 18.4% 15.8% 17.7% 14.0% 11.2% 7.9% 2.7% 2.1% 9.5%
20 年以上 17 37 108 173 337 291 152 56 1 1,172
28.3% 20.0% 17.1% 12.0% 10.5% 7.1% 3.9% 1.3% 0.5% 6.4%
合計 60 185 631 1,439 3,201 4,125 3,876 4,470 194 18,181
0.3% 1.0% 3.5% 7.9% 17.6% 22.7% 21.3% 24.6% 1.1% 100.0%
職種経験年数 専門テクニカルスキル自己評価（上段/人数、下段/比率％） 合計
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表 3-29：経験年数と専門テクニカルスキルの自己評価  
（ソフトウエアデベロップメント）  
 
 
 
表 3-30：経験年数と専門テクニカルスキルの自己評価  
（カスタマサービス）  
 
 
 
 
 
 
 
2 3 4 5 6 7 8 9 10
3 年未満 2 4 16 37 113 237 387 825 31 1,652
6.3% 4.5% 7.7% 9.0% 13.6% 23.0% 34.4% 68.5% 75.6% 33.2%
3 ～ 5 年未満 1 13 22 55 117 200 254 167 3 832
3.1% 14.6% 10.6% 13.4% 14.1% 19.4% 22.6% 13.9% 7.3% 16.7%
5 ～ 10 年未満 17 25 57 141 313 292 265 138 4 1,252
53.1% 28.1% 27.5% 34.3% 37.8% 28.3% 23.6% 11.5% 9.8% 25.2%
10 ～ 15 年未
満
4 21 47 69 125 147 129 31 1 574
12.5% 23.6% 22.7% 16.8% 15.1% 14.2% 11.5% 2.6% 2.4% 11.5%
15 ～ 20 年未
満
7 10 44 71 99 101 50 23 1 406
21.9% 11.2% 21.3% 17.3% 11.9% 9.8% 4.4% 1.9% 2.4% 8.2%
20 年以上 1 16 21 38 62 55 40 21 1 255
3.1% 18.0% 10.1% 9.2% 7.5% 5.3% 3.6% 1.7% 2.4% 5.1%
合計 32 89 207 411 829 1,032 1,125 1,205 41 4,971
0.6% 1.8% 4.2% 8.3% 16.7% 20.8% 22.6% 24.2% 0.8% 100.0%
職種経験年数 専門テクニカルスキル自己評価（上段/人数、下段/比率％） 合計
2 3 4 5 6 7 8 9 10
3 年未満 2 6 7 20 64 101 151 188 33 572
16.7% 15.0% 8.4% 10.2% 18.7% 24.6% 40.4% 56.3% 84.6% 31.2%
3 ～ 5 年未満 1 4 11 29 71 75 80 54 2 327
8.3% 10.0% 13.3% 14.8% 20.7% 18.2% 21.4% 16.2% 5.1% 17.8%
5 ～ 10 年未満 6 11 28 66 102 110 79 61 4 467
50.0% 27.5% 33.7% 33.7% 29.7% 26.8% 21.1% 18.3% 10.3% 25.5%
10 ～ 15 年未
満
1 6 17 40 54 51 36 17 0 222
8.3% 15.0% 20.5% 20.4% 15.7% 12.4% 9.6% 5.1% 0.0% 12.1%
15 ～ 20 年未
満
1 6 8 24 28 37 21 9 0 134
8.3% 15.0% 9.6% 12.2% 8.2% 9.0% 5.6% 2.7% 0.0% 7.3%
20 年以上 1 7 12 17 24 37 7 5 0 110
8.3% 17.5% 14.5% 8.7% 7.0% 9.0% 1.9% 1.5% 0.0% 6.0%
合計 12 40 83 196 343 411 374 334 39 1,832
0.7% 2.2% 4.5% 10.7% 18.7% 22.4% 20.4% 18.2% 2.1% 100.0%
職種経験年数 専門テクニカルスキル自己評価（上段/人数、下段/比率％） 合計
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表 3-31：経験年数と専門テクニカルスキルの自己評価  
（エデュケーション）  
 
 
 
表 3-32：経験年数と専門テクニカルスキルの自己評価  
（ IT サービスマネジメント）  
 
 
 
 
 
 
2 3 4 5 6 7 8 9 10
3 年未満 2 2 9 13 28 41 40 25 12 172
8.7% 8.7% 15.3% 23.2% 29.5% 56.9% 78.4% 80.6% 85.7% 40.6%
3 ～ 5 年未満 3 2 7 12 25 17 5 6 0 77
13.0% 8.7% 11.9% 21.4% 26.3% 23.6% 9.8% 19.4% 0.0% 18.2%
5 ～ 10 年未満 4 9 21 12 24 7 4 0 2 83
17.4% 39.1% 35.6% 21.4% 25.3% 9.7% 7.8% 0.0% 14.3% 19.6%
10 ～ 15 年未
満
6 5 7 7 8 5 2 0 0 40
26.1% 21.7% 11.9% 12.5% 8.4% 6.9% 3.9% 0.0% 0.0% 9.4%
15 ～ 20 年未
満
4 2 6 5 5 2 0 0 0 24
17.4% 8.7% 10.2% 8.9% 5.3% 2.8% 0.0% 0.0% 0.0% 5.7%
20 年以上 4 3 9 7 5 0 0 0 0 28
17.4% 13.0% 15.3% 12.5% 5.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.6%
合計 23 23 59 56 95 72 51 31 14 424
5.4% 5.4% 13.9% 13.2% 22.4% 17.0% 12.0% 7.3% 3.3% 100.0%
職種経験年数 専門テクニカルスキル自己評価（上段/人数、下段/比率％） 合計
2 3 4 5 6 7 8 9 10
3 年未満 1 11 39 105 234 452 603 1,357 131 2,933
4.0% 15.3% 14.6% 16.7% 19.1% 26.5% 34.6% 55.8% 38.8% 34.8%
3 ～ 5 年未満 2 5 42 99 205 341 326 347 30 1,397
8.0% 6.9% 15.7% 15.8% 16.7% 20.0% 18.7% 14.3% 8.9% 16.6%
5 ～ 10 年未満 6 27 56 174 366 443 423 378 42 1,915
24.0% 37.5% 21.0% 27.7% 29.8% 26.0% 24.2% 15.5% 12.4% 22.7%
10 ～ 15 年未
満
5 7 52 96 181 212 162 157 57 929
20.0% 9.7% 19.5% 15.3% 14.7% 12.4% 9.3% 6.5% 16.9% 11.0%
15 ～ 20 年未
満
8 9 40 80 144 151 146 120 49 747
32.0% 12.5% 15.0% 12.7% 11.7% 8.9% 8.4% 4.9% 14.5% 8.9%
20 年以上 3 13 38 74 98 105 85 72 29 517
12.0% 18.1% 14.2% 11.8% 8.0% 6.2% 4.9% 3.0% 8.6% 6.1%
合計 25 72 267 628 1,228 1,704 1,745 2,431 338 8,438
0.3% 0.9% 3.2% 7.4% 14.6% 20.2% 20.7% 28.8% 4.0% 100.0%
職種経験年数 専門テクニカルスキル自己評価（上段/人数、下段/比率％） 合計
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3.4. データ分析結果の考察 
 
職種の経験年数や年齢を分析した結果、ソフトウエア開発プロセス
の上流工程（たとえば、要求分析、要求定義など）を担当する職種の
経験年数は比較的短いと考えることができる。これは、彼らが他の職
種で経験を得た後にそれらの仕事を始めたと考えられるのではないか
と考えられる。  
経験年数の分布から、数年間の経験の後、IT エンジニアの多くが職
種を変えるといえよう。 ITSS でも、日本における IT エンジニアの一
般的なキャリア育成は、プログラマ→SE→プロジェクトリーダといっ
た単線的なパスが一般的であるとしている [METI 2003]。 ITSS では、
プログラマに相当する職種がソフトウエアデベロップメント、SE に相
当する職種がアプリケーションスペシャリストと想定されていること
から、職種選択として、アプリケーションエンジニアからプロジェク
トマネジメントへの職種転換や、ソフトウエアデベロップメントから
プロジェクトマネジメントへの職種転換が多いことを示唆していると
考えられる。しかし、同時に、ITSS によれば、各々の仕事カテゴリー
の専門テクノロジー技術は異なる [METI 2003]。現時点の職種から移
動したい職種がある場合、必要なスキルが似ている職種であれば移動
しやすいと考えられる。  
また、当データ分析より、自己評価と経験の長さが職種によって逆
比例するものがあることが分かった。例えば、セールスやコンサルタ
ントのように、上流工程を担当する職種は、経験が長くなると自己評
価が下がる。一方で、プロジェクトマネジメントのように経験年数が
変わっても、自己評価が大きく変わらない職種も存在する。この違い
についてはさらなる検討が必要であろう。  
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3.5. まとめ 
 
ここまでの調査結果を整理し研究の成果を述べ、さらに今後の研究
ポイントを記載する。  
本章では、職種と、その経験年数と年齢および専門テクニカルスキ
ルの自己評価の関係を検討した。スキルについては、提供を受けたデ
ータが専門テクニカルスキルのみであったため、総合スキルとしての
詳細な分析はできなかった。職種に求められるスキルは、職種により、
専門テクニカルスキルのみならず、コンピテンシやビジネススキルな
ど総合的な判断が必要であろう。しかし、その職種において IT エンジ
ニアとして最も特徴を示す専門テクニカルスキルの分析をした点で、
今回の研究に一定の成果があったといえよう。  
要求分析や要件定義など、開発プロセスの上流工程を担当する職種
は経験年数の比較でみると他の職種より年齢が高い。他の職種から移
動してくる職種と考えることができよう。これは、日本の IT エンジニ
アの一般的な職種傾向を裏付ける結果を得たと考えられよう。逆に、
アプリケーションエンジニアやシステムデベロップメントは 20 代の
比率が高く、業界のエントリー職種と考えることができよう。また、
プロジェクトマネージャは、年齢を経ても人数が大きく減らず、職種
を変えずに経験を積む職種と考えられる。  
一方で、25 歳以下と、40 歳以上が少ない IT スペシャリストや IT
アーキテクトのような職種も存在する。特に新しい技術を必要とする
職種で 20 代後半から 30 代が中心となっていることは興味深い。  
また、スキルの自己評価の面では、その職種についたすぐの自己評
価が高く経験を経て評価は低下する。リアリティ・ショックを経験し、
自己スキルの再評価をしている可能性が考えられるが、経験を重ねる
ごとに任せられる職務の幅が広がること、プロジェクトの難易度が上
がることも併せて、さらに検討が必要である。  
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今回の研究では、職種と市場ニーズのはっきりした関連を抽出する
ことは出来なかった。しかし、移動しやすい職種と、同じ職種で経験
を積む職種の 2 つの傾向があることが分かった。今後の企業における
人材育成においては、将来的なキャリアを考慮して、複数職種を経験
させる場合と、若いうちから同じ職種で経験をさせる場合を使い分け
る必要があるのではないだろうか。また、その際、現場の経験で自己
評価が変化することも考慮し、育成方法を計画する必要があろう。し
かし人材育成は企業のビジネスモデルおよび人材戦略と関係が深い。
これについては、どのような現場経験が効果的な育成に繋がるのか、
企業の実態に一歩踏み込んだ調査が必要である。  
また、当研究ではスキル自己評価の観点で、職に就いた段階が最も
自己評価が高く、その後、評価が下がることを見出した。IT エンジニ
アのキャリア観を研究する上で、新しい着眼点を得たと考えることが
できよう。スキル自己評価とキャリア観の関係について研究を深めて
いく必要があろう。  
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第４章 
 
企業における IT エンジニアの職種 
経験とスキルの実際  
 
 
 
第 3 章では、日本におけるソフトウエア業界全体の視点で、IT エン
ジニアの職業経験と専門テクニカルスキルの自己評価について俯瞰し
た。本章では、システムインテグレータを主とする企業に焦点をあて
IT エンジニアの職種経験について調査した結果を述べる。まず、 IT
エンジニアがどのような職種経験をし、その結果どんなスキルを保有
しているかを述べる。調査の結果、経験年数と実年齢に応じて上流工
程を担当する職種に遷移していることが分かった。また、プロジェク
トマネジメントとアプリケーションエンジニアの両方を経験している
人が最も多いことが分かった。次に日本で就業人数が多いプロジェク
トマネジメントとアプリケーションエンジニアに就いた人の職業経験
とスキルの特徴について述べる。続いて、 ITSS に定義された IT エン
ジニアの共通スキルである「コミュニケーションスキル」に焦点をあ
て、プロジェクトにおける役割とスキル自己評価の違いについて述べ
る。当調査の結果、ITSS だけでは共通スキルを具体的に分析すること
が困難であるという知見を得た。  
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4.1. IT エンジニアのキャリア開発における課
題 
 
IT エンジニアは、自らのスキルレベルをどう判断し、自らのキャリ
アをどのように開発しているのだろうか。彼らは職種選択を自ら行っ
ているのだろうか所属組織に流動的なのだろうか。転職者が多いと言
われる IT エンジニアだが、組織に帰属して長年働く IT エンジニアも
多い。  
一般的に、専門技術者は自らの専門性を高めるキャリアと、組織適
合し所属組織でのポジションを上げていくキャリアがあると言われて
いる [Gouldner 1957]。開発プロジェクトの構造変化を考慮すると、IT
エンジニアは、専門性ごとにプロジェクトにアサインされるだけでな
く、プロジェクトにより様々な職種を兼任するマルチキャリアになっ
ている可能性が考えられる。そこで、IT エンジニアはキャリア開発の
過程で、どのような職業経験をし、どのように自身のスキルを評価し
ているのか実態を把握する必要がある。しかし実態は企業ごとに開発
プロセスで担当している工程が異なったり [Totsuka 1990]、企業の経
営戦略に応じた様々に職種定義されたり [Tokumaru 2009]するため、
彼らのキャリア開発の実態を広く一般化して捉えることは難しい。よ
り具体的に IT エンジニアの実態を明らかし、そこから一般化して捉え
る必要があろう。  
上記の問題意識に基づき、次の分析視点を設定した。  
 
(1) IT エンジニアの職種経験と類似職種について  
IT エンジニアは、同一職種の経験を積むキャリア開発の仕方だ
けでなく、複数職種経験による職種横移動を含んだキャリア開
発をしているのではないか  
実企業において、複数経験しやすい職種と、そうでない職種の
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実態はどうなっているか。  
(2) 共通スキルについて  
コミュニケーションスキルなどの ITSS で定義されている「全
職種共通スキル」以外に複数の職種で共通的に一定レベルを保
有するスキルがあるのではないか。  
 
これらの視点に対し、システムインテグレーション企業における職
種遷移について、具体的な調査データを用いて IT エンジニアのキャリ
ア開発の実態把握を試みる。  
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4.2. 調査対象企業とスキル調査データ 
 
前述の分析を行うため、A 社のスキル調査データを用いた。A 社は
従業員数約 7,500 名のシステムインテグレーション企業で、システム
の受託開発が事業の中心である。システム開発工程としては、システ
ム化構想などの超上流工程から、データセンター運用を含んだシステ
ム運用までをカバーしている。また、2011 年 4 月に従業員 A 社 2,500
名、B 社 1,500 名、C 社 4,200 名の 3 社が対等合併して出来た会社で
あり（A 社の社名を存続）、調査対象組織での企業文化の影響が比較的
小さいと考えられる。調査は A 社の社内イントラネットを用いた WEB
調査で、2012 年 2 月～3 月に実施した。調査対象は、ある事業本部に
所属する技術系社員全員とし、休職中および退職予定者を除き、有効
回答率は 97％、有効回答人数は 1,014 名であった。なお、A 社はシス
テム開発が主要業務のため、 ITSS の 11 職種 [METI 2003]のうちカス
タマサービスとエデュケーションは調査対象外職種とした。  
調査は、対象組織の戦略推進委員会のタレントマネジメントシステ
ム導入の予備調査の一環として行われ、そのうち、当研究では技術ス
キル調査データの提供を受けた。以降、このデータを企業調査データ
と呼ぶ。技術スキル調査項目は、ITSS の職種ごとの「スキル領域」に
定義された「スキル項目」に対し、「スキル熟達度」に記載内容のどの
レベルに該当するかを自己判断で回答したものである。第 3 章の iSRF
による ITSS 調査データでは、直近の職種 1 つに対して回答していた
が、この調査では経験したことのある全ての職種について調査してい
るため複数職種経験のある人は、複数職種に回答している。このこと
により、より実態に近い職種経験が調査できると考えられる。  
回答の手順としては、所属部署と役職に回答した後、ITSS 定義の順
に「マーケティング」から職種説明を読み、自分の経験職種に該当す
ると判断した場合、そのスキル項目に回答する。職種に該当しない場
合は、次の職種説明に進む、という手順で回答した。さらに職種は専
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門分野ごとに調査している。調査に用いた職種、スキル項目および熟
達度の説明は ITSS の記載文章をそのまま使用した。以降に調査デー
タの概要を記す。  
まず、表 4-1 に企業調査データの回答者のポジションごとの人数を
記載する。全回答者に対する部長を含めた役職者（管理職）の割合は、
19.2％で、約 5 人に 1 人が管理職である。  
 
 
表 4-1：回答者のポジション構成  
 
 
 
次に、表 4-2 に、回答職種のサマリを記載する。複数の職種に回答
しているため回答人数の合計は、有効回答数と一致しない。また、ス
キルレベルは、ITSS に基づき最高レベルを 7 とし、専門分野ごとの知
識項目設問に対し 80％以上の項目に回答した人を対象にレベルを集
計している。人数でみると、アプリケーションスペシャリストが最も
多い。次いで、プロジェクトマネジメントと IT スペシャリストが多い。 
 
 
 
 
 
 
 
役割 度数 割合(％)
部長グループ 20 2.0
役職グループ 174 17.2
係員グループ 820 80.9
合計 1,014 100.0
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表 4-2：回答職種サマリ  
 
  
職種 回答人数
（複数回答）
スキルレベル
（平均）
マーケティング 46 4.7
セールス 73 3.9
コンサルタント 31 4.5
ITアーキテクト 253 4.4
プロジェクトマネジメント 484 4.0
ITスペシャリスト 436 3.6
アプリケーションスペシャリスト 668 3.8
ソフトウェアデベロップメント 154 3.5
ITサービスマネジメント 199 3.4
合計 2,344 4.0
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4.3. 企業調査データの職種経験分析 
 
企業調査データについて、職種とスキル自己評価の関係を分析する。
スキル回答結果は、職種を各々の専門分野に細分化した ITSS の定義
に即して集計した。表 4-2 に示したように、職種でみるとマーケティ
ングが最も自己評価の平均が高く、ついでコンサルタントが高い。一
方、スキルの自己評価が低いのは、 IT サービスマネジメントと IT ス
ペシャリストである。  
次に、職種ごとに類似する傾向のスキルが無いか確認した。表 4-3
に職種の専門分野ごとのスキル自己評価の回答人数を示す。ただし、
各職種の経験年数および職種順序が不明なため、第 3 章の iSRF デー
タと同様、年数と開発工程との関係は分からなかった。表 4-3 を見る
と専門分野の知識項目に対し、80％未満回答の多い専門分野があるこ
とが分かる。80％未満回答とは該当する専門分野の全てには回答しな
かったが、一部の知識項目について経験や知見を持っていることを表
している。回答が多かったのは、 IT アーキテクト全般と IT スペシャ
リストのネットワーク以外、アプリケーションスペシャリストの業務
システムである。特に、IT スペシャリストの各専門分野の基本項目は、
情報処理技術者試験の基本情報技術者や応用情報技術者の出題範囲に
もなっているように、 IT エンジニアの基本として必要な知識であり、
IT エンジニアの多くはそれらを保持していると考えられる。  
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表 4-3：職種専門分野別スキル回答人数  
 
 
 
次に、具体的にどの職種らが回答されているかを分析する。Rasha
らは、ITSS で定義された説明文をテキストマイニングし、職種間の近
さを分析している [Rasha 2012]が、ここでは、それを実際のデータで
俯瞰する。表 4-4 に 2 職種に回答した人数を示す。横行で見て最も人
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数が多い職種を太字で表す。なお、表 4-4 は 80％未満の回答者もカウ
ントしているため、80％以上の回答者のみで集計した表 4-2 と回答人
数は異なる。  
 
 
表 4-4：2 職種に回答した人数（80％未満回答も含む）  
 
 
 
表 4-4 をみると、プロジェクトマネジメントとアプリケーションス
ペシャリストで他職種の回答者が多いことが分かる。第 3 章のソフト
ウエア業界全体データの年齢と経験年数も考慮して考察すると、まず
アプリケーションスペシャリストとして就業し、その後、様々な職種
に移動しているのでは無いかと考えられる。また、IT サービスマネジ
メントで最も多かった他職種回答はプロジェクトマネジメントであっ
た。これは Rasha らの ITSS の説明文をテキストマイニングした研究
結果 [Rasha 2012]と同じ傾向を示している。続いて、プロジェクトマ
ネジメントと、アプリケーションスペシャリストに回答した人が他に
どんな職種に回答したかを探索する。4 職種まで対象を細分化すると、
最も回答が多かった組み合わせは「 IT アーキテクト、IT スペシャリス
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ト、プロジェクトマネジメント、アプリケーションスペシャリスト」
であった。この 4 職種の知識項目はお互いに関連が強いと考えられる。
表 4-5 に、「プロジェクトマネジメント（PM）、アプリケーションスペ
シャリスト（APS）」に回答した人が他にどの職種に回答したか回答数
を整理する。  
なお表 4-5 で使用している職種の略称は以下の通りである。  
マーケティング＝MK、セールス=Sales、コンサルタント=CON、IT
アーキテクト=ITA、プロジェクトマネジメント=PM、アプリケーショ
ンスペシャリスト=APS、 IT スペシャリスト=ITS、ソフトウエアデベ
ロップメント=SWD、 IT サービスマネジメント=ISM。  
 
 
表 4-5：PM・APS に回答した人の他職種の回答数  
 
 
 
マーケティング 回答数 パーセント
PM * APS * MK * Sales 20 2.0%
PM * APS * MK * CON 16 1.6%
PM * APS * MK * ITA 23 2.3%
PM * APS * MK * ITS 20 2.0%
PM * APS * MK * SWD 11 1.1%
PM * APS * MK * ISM 11 1.1%
セールス 回答数 パーセント
PM * APS * Sales * MK 20 2.0%
PM * APS * Sales * CON 14 1.4%
PM * APS * Sales * ITA 22 2.2%
PM * APS * Sales * ITS 22 2.2%
PM * APS * Sales * SWD 13 1.3%
PM * APS * Sales * ISM 12 1.2%
コンサルタント 回答数 パーセント
PM * APS * CON * MK 16 1.6%
PM * APS * CON * Sales 14 1.4%
PM * APS * CON * ITA 19 1.9%
PM * APS * CON * ITS 18 1.8%
PM * APS * CON * SWD 11 1.1%
PM * APS * CON * ISM 8 0.8%
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表 4-5（続き）：PM・APS に回答した人の他職種の回答数  
 
 
 
 
  
ITアーキテクト 回答数 パーセント
PM * APS * ITA * MK 23 2.3%
PM * APS * ITA * Sales 22 2.2%
PM * APS * ITA * CON 19 1.9%
PM * APS * ITA * ITS 106 10.5%
PM * APS * ITA * SWD 45 4.4%
PM * APS * ITA * ISM 33 3.3%
ITスペシャリスト 回答数 パーセント
PM * APS * ITS * MK 20 2.0%
PM * APS * ITS * Sales 22 2.2%
PM * APS * ITS * CON 18 1.8%
PM * APS * ITS * ITA 106 10.5%
PM * APS * ITS * SWD 53 5.2%
PM * APS * ITS * ISM 49 4.8%
ソフトウエアデベロップメント 回答数 パーセント
PM * APS * SWD * MK 11 1.1%
PM * APS * SWD * Sales 13 1.3%
PM * APS * SWD * CON 11 1.1%
PM * APS * SWD * ITA 45 4.4%
PM * APS * SWD * ITS 53 5.2%
PM * APS * SWD * ISM 33 3.3%
ITサービスマネジメント 回答数 パーセント
PM * APS * ISM * MK 11 1.1%
PM * APS * ISM * Sales 12 1.2%
PM * APS * ISM * CON 8 0.8%
PM * APS * ISM * ITA 33 3.3%
PM * APS * ISM * ITS 49 4.8%
PM * APS * ISM * SWD 33 3.3%
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4.4. 評価および考察 
ここまでの分析について、4.1.節で示した 2 つの分析観点に基づい
て整理する。  
 
(1) IT エンジニアは、同一職種の経験を積むキャリア開発の仕方だ
けでなく、複数職種経験による職種横移動を含んだキャリア開
発をしているのではないか。実企業において、複数経験しやす
い職種と、そうでない職種の実態はどうなっているか。  
 
これについては、企業調査データから、関連して経験しやすい職種
があることが分かった。ITSS ではプログラマをソフトウエアデベロッ
プメント、SE をアプリケーションエンジニアと想定しているが、当調
査では特に、従来から業界通説的に言われている、「システムエンジニ
ア（SE）→プロジェクトマネージャ」というキャリアパスに近い職種
選択の可能性を抽出した。また、この職種選択以外の職種回答も多い
ことから、IT エンジニアは複数職種を経験するキャリア開発を行なっ
ていると考えられる。ただし、経験順序や年齢が不明なため、どの順
序で職種を担当したのかまでは分析できなかった。  
 
(2) コミュニケーションなどの ITSS で定義された「全職種共通ス
キル」以外に複数の職種で共通的に一定レベルを保有するスキ
ルがあるのではないか  
 
これについては、IT アーキテクト、IT スペシャリスト、アプリケー
ションスペシャリスト（業務システム）で共通知識がありそうなこと
が分かった。これらの知識は情報処理技術者試験の IT パスポート試験、
基本情報技術者試験の試験範囲にも含まれる知識分野であり、IT エン
ジニアの基本知識として、一定レベルを職種共通的に保有していると
考えられる。  
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本調査では回答の有る無しを経験として評価したため、実際のスキ
ルレベルと職種遷移の影響関係までは明らかにすることが出来なかっ
た。徳丸が指摘したように、ソフトウエア企業においては、事業部門
でのプロジェクト編成が行われることが多く、複数職種の経験は行う
も の の 、 そ の 経 験 は 事 業 部 門 の 事 情 に 影 響 さ れ る こ と が 多 い
[Tokumaru 2009]。これを踏まえ、事業部門におけるポジションと職
種遷移およびスキルの関係についてさらなる調査分析が必要であろう。 
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4.5. IT エンジニアのヒューマンスキル育成課
題 
 
 前節では、システムインテグレーション企業における IT エンジニア
の職種経験についてその実態を把握した。本章では、職種経験を通し
たスキルの育成について検討する。  
 
 
4.5.1. 育成課題と仮説 
 
日本の IT 企業は、機能部門内でプロジェクトが組成されることが一
般的なためプロジェクトマネージャが組織マネージャを兼任すること
が多い。また、昨今のプロジェクト小規模化により、レベルの高い専
門エンジニアが、チームリーダやプロジェクトマネージャを兼務する
ことも増えている [Tokumaru 2009][James 2009]。Katz は、一般的な
組織において、マネージャの役割を「監督者・管理者・経営者」の３
段階に分け、それぞれに必要なスキルを定義した。すなわち、ヒュー
マンスキル、コンセプチュアルスキル、テクニカルスキルである。Katz
の定義ではヒューマンスキルに、リーダシップとコミュニケーション
スキルが含まれている。役割のレベルがあがるごとに、テクニカルス
キルの必要性は少なくなる。逆に、コンセプチュアルスキルの必要性
が大きくなる。しかし、ヒューマンスキルは、どの役割でも等しく重
要であると述べている [Katz 1982]。しかし、日本の実態として、技術
的な専門性を追求する人は、チームマネジメントが苦手なケースは多
く、それが原因で、問題プロジェクトになる場合もある [Ito 2006]。ソ
フトウエア企業にとって、ヒューマンスキルの育成はプロジェクト成
否に大きく影響する課題といえよう。しかし、ヒューマンスキルを含
めた IT エンジニアの育成は現場に任せられることが多く、その中心と
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なる OJT（On-the Job-Training）の実態は十分把握されていない
[Tokumaru 2009]。そこで、本研究では次の仮説を設定し実態を調査
する。  
 
１） 役割（階層）によって、ヒューマンスキルのレベルが異なる。
IT エンジニアも一般的な職種と同様に管理職のヒューマンス
キルは従業員より高い。すなわち Katz の説が IT エンジニアに
当てはまるか検証する。  
２） 機能組織プロジェクトを組成した場合、プロジェクトマネージ
ャは組織マネージャに近い働きをすると考えられるため、彼ら
のヒューマンスキルは、管理職と同じ傾向を示す。たとえポジ
ションが従業員であっても高い。  
３） 職種により、たとえ管理職でもヒューマンスキルのレベルが低
い職種がある。  
 
仮説を検証するために、民間のスキル調査データを入手し、分析を
行った。  
 
 
4.5.2. 調査概要 
 
前述の仮説について、B 社のスキル調査データを分析する。B 社は
従業員数約 7,500 名のシステムインテグレーション企業である。B 社
が担当する工程は、システム化構想などの超上流工程から、システム
運用までと広い。B 社は 2011 年 4 月に 3 つの会社が合併して出来た
会社であり、企業文化の偏りは少ないと考えられる。調査は B 社の社
内イントラネットを用いて 2013 年 3 月に実施した。調査対象は 307
名で、有効回答人数は 288 名。スキル調査は、ITSS の 11 職種のうち、
9 職種に定義されたスキル 90 問について、習熟度の説明 [METI 2003]
に基づき 0 から 7 の段階で自己評価した。アンケートには ITSS を引
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用したスキルレベルの説明文を付記しスキル内容を理解しやすくした。
役職とソフトウエア業界での勤務年数ごとの回答人数を表 4-6 に示す。
また、表 4-7 に職種ごとの人数を示す。職種は CCSF[IPA 2012a]の定
義を参考に B 社独自で設定したものを使用した。  
 
表 4-6：回答者の役職とソフトウエア業界での勤務年数  
 
 
 
表 4-7：回答者の役職と職種  
 
 
 
従業員 管理職 部長職
1年目～5年目 84 0 0 84
6年目～10年目 58 0 1 59
11年目～15年目 57 3 0 60
16年目～20年目 19 9 1 29
21年目～25年目 23 11 4 38
26年以上 9 8 1 18
合計 250 31 7 288
IT業界の勤務年数 役職（人） 合計
従業員 管理職 部長職 合計人数 ％
ストラテジスト（営業、提案系業務） 12 0 1 13 4.5
システムアーキテクト 19 2 0 21 7.3
プロジェクトマネージャ 16 17 2 35 12.2
テクニカルスペシャリスト（アプリ） 145 7 0 152 52.8
テクニカルスペシャリスト（基盤） 32 0 0 32 11.1
サービスマネージャ 13 1 0 14 4.9
組織運営 3 1 0 4 1.4
組織マネージャ 0 1 4 5 1.7
事務スタッフ 10 2 0 12 4.2
合計 250 31 7 288 100.0
IT業界の勤務年数 役職（人） 比率
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4.5.3. ヒューマンスキルの分析 
 
まず、90 項目のスキルの相関を確認したところ、 ITSS において共
通スキルと定義された「リーダシップ」「コミュニケーション」「ネゴ
シエーション」の 3 つは全て相関係数 0.8 以上の強い相関があった。
スキル説明は ITSS の説明文をそのまま使用したが、回答者はこの 3
スキルの識別が十分できていない可能性が考えられる。本研究では、
この 3 つのスキルをヒューマンスキルと総称する。  
次に、仮説 1 について、ポジションとヒューマンスキルについてそ
れぞれ一元配置の分散分析を実施した。リーダシップ  F=7.774、コミ
ュニケーション  F=6.552、ネゴシエーション  F=8.140 であり、3 つの
ヒューマンスキルについて、従業員と管理職で優位な差があった。た
だし管理職と部長職では有意差は無かった。図 4-1 に 3 スキルの代表
としてコミュニケーションスキルのポジション別レベル分布を示す。  
 
 
 
図 4-1：コミュニケーションのポジション別レベル分布  
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次に、仮説 2 を検証するため、職種がプロジェクトマネージャのデ
ータを抽出した。従業員は 16 名、管理職は 17 名、部長職は 2 名であ
った。まずコミュニケーションについてポジションごとの分散分析を
行った。その結果、ポジションによる有意差はなかった。図 4-2 にコ
ミュニケーションのスキルレベル分布を示す。確認のためヒューマン
スキルの他のスキルについても分散分析を実施したが、リーダシップ
もネゴシエーションも同様の結果となった。  
 
 
 
図 4-2：プロジェクトマネージャのポジション別  
コミュニケーションレベル  
 
 
なお、ITSS の他のスキルについてもポジション別に分散分析を行っ
たところ、ポジションによりスキルレベルに差があったのは、「アーキ
テクチャ設計」「コストマネジメント」「人的資源マネジメント」など、
Katz の定義で「テクニカルスキル」 [Katz 1982]に相当するものであ
った。  
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次に、プロジェクトマネージャのヒューマンスキルが高いか、職種
ごとにヒューマンスキルの分散分析を実施した。その結果、プロジェ
クトマネージャと組織マネージャは、ヒューマンスキルが高いことが
分かった。分散分析の結果も、プロジェクトマネージャと組織マネー
ジャは他の IT 系の職種に対し有意差があった。図 4-3 にコミュニケー
ションの職種ごとの分布を示す。また、表 4-8 にプロジェクトマネー
ジャと他職種のコミュニケーションスキルレベルの分散分析結果を記
す。組織マネージャと組織スタッフ以外で有意差が確認できた。  
 
 
 
図 4-3：職種別コミュニケーションレベル 
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表 4-8：プロジェクトマネージャと他職種の  
コミュニケーションスキル分散分析  
 
 
 
次に、仮説 3 を検証するため職種ごとの管理職のヒューマンスキル
を分析した。その結果、データの件数が少なく有意差は見られなかっ
たが、ストラテジストの平均値が最も低かった。また、組織マネージ
ャを専任にしている人の平均値も低かった。  
さらに、就業年数とポジションを用いてヒューマンスキルを比較し
た。ソフトウエア業界で働いて 20 年以下では 3 つのヒューマンスキル
で有意差があったが、20 年以上の人では、リーダシップとコミュニケ
ーションで従業員と役職者に有意な差があり、ネゴシエーションでは
有意差が無かった。また、20 年以下では、部長職より役職者の方が、
ヒューマンスキルが高いことが分かった。  
 
これまでの分析から仮説を検証する。まず、仮説 1 について、管理
職のヒューマンスキルは従業員より高いことが確認できた。Katz の研
究結果同様、IT エンジニアについてもポジションによってヒューマン
下限 上限
ストラテジスト
（営業、提案系業務）
2.648* .310 .000 1.65 3.65
システムアーキテクト 1.190* .263 .000 .34 2.04
テクニカルスペシャリスト
（アプリ）
1.157* .179 .000 .58 1.73
テクニカルスペシャリスト
（基盤）
1.165* .233 .000 .41 1.92
サービスマネージャ 1.143* .302 .007 .17 2.12
企画職 1.821* .504 .013 .19 3.45
組織マネージャ .571 .456 1.000 -.90 2.05
スタッフ 1.155* .319 .013 .12 2.19
*10％有意
プロジェクト
マネージャ
平均値の
差 (I-J)
標準誤差 有意確率 95% 信頼区間
コミュニケーション
従属変数
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スキルが高まることが確認できた。ただし、管理職と部長職の有意差
は見いだせなかった。これは部長職のデータ数が少ないことも原因の
ひとつと考えられる。  
次に仮説 2 について、組織マネージャとプロジェクトマネージャは
どちらも他の職種と比較してヒューマンスキルが高いことが確認でき
た。また、プロジェクトマネージャを担当する人は、一般従業員であ
っても、管理職と同様のスキルレベルの傾向を示した。このことから、
プロジェクトマネージャは集団を管理するポジションとして組織マネ
ージャに準じたスキルを保有すると考えられる。機能組織単位でプロ
ジェクトを組成している影響があると考えられる。  
また、仮説 3 については、有意な結果を見出すことができなかった。
職種ごとに管理職データを分類した際にデータ件数が少なくなったこ
とが原因のひとつと考えられる。ただし、ストラテジストと組織マネ
ージャ専任者のヒューマンスキルの平均値が低いことは興味深い。  
 
 
4.5.4. IT エンジニアのヒューマンスキル課題 
 
継続的な存在である通常の組織と、有限のプロジェクトは目標が異
なる [PMI 2013]。しかし組織を運営するという観点で、プロジェクト
マネージャと組織マネージャのヒューマンスキルを実データで比較し、
類似性を明らかにしたことに本論文の意味があると言えよう。  
日本の IT 企業は、プロジェクトマネージャと組織マネージャを兼務
することが多いが、これはデュアルラダーキャリアという専門職と管
理職の２つを兼務するのではなく、組織マネジメントという大きな一
つのラダーの中に共存する役割と考えられるのではないか。すなわち
徳丸の調査結果と同様、機能組織単位でのプロジェクトが多いため、
プロジェクトマネージャと組織マネージャの役割が分化していない可
能性が考えられる。本来、プロジェクトマネージャは有期限での成功
を目指すが、永続的組織の成功も同時に考えることは、彼らのプロジ
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ェクトマネジメントスキルおよびキャリア観に影響があると考えられ
る。  
また、他の IT 系職種のヒューマンスキルが全体的に低いことは注目
に値する。例えば、ベテランの IT アーキテクトであっても、組織管理
の観点で必要なマネジメントスキルが足りない可能性がある。組織マ
ネージャを目指す IT 技術者にとって、プロジェクトマネジメントの役
割を担当することは、組織マネージャとして必要なスキルを身につけ
るトレーニングになるとも考えられる。言い換えると、管理職として
のスキルを磨かせるために、プロジェクトマネジメントを学ぶことは
有効だと言えよう。  
今回の研究は、IT エンジニアがスキルを自己評価したデータを用い
た。プロジェクトマネージャのスキルや行動とポジションの関係をよ
り明確にするためには、360 度評価や、コンピテンシーなど他の指標
を用いた調査が必要であろう。今後の課題としたい。また、今回の調
査の結果、 ITSS で定義されている「コミュニケーション」「リーダシ
ップ」「ネゴシエーション」に強い相関があることが分かった。しかし、
これらについてはそれぞれのポジションに応じて、活用する場面が異
なると考えられる。特に、世間一般的にソフトウエア技術者は「コミ
ュニケーションスキル」が低いと考えられているが、その実態を確認
し、育成の方策について検討するためには、より精度の高い指標が必
要ではないだろうか。  
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4.6. まとめ 
 
本章では、多くの IT エンジニアが経験年数と実年齢に応じて、上流
工程を担当する職種に移動していることを調査データで確認した。 IT
エンジニアのキャリアは時代とともに変化しているが、実データで職
種移動の実態を把握したことに本研究の意義があったと言えよう。  
スキル自己評価を見ると、経験年数が長いからと言って必ずしもス
キルが高いとは言えず、継続して各職種の高度 IT 人材育成が必要であ
ろう。これについては、職種ごとの自己評価の遷移について更なる研
究を行いたい。  
なお、当調査では、ITSS で定義されたコミュニケーションスキルや
ネゴシエーションスキルの説明文を用いたが、その結果、個別の分析
が出来なかった。従来、IT エンジニアはコミュニケーションスキルが
低いと言われているが、コミュニケーションスキルと専門テクニカル
スキルの自己評価の関連を分析することで新たな知見が得られるので
はないだろうか。ITSS に変わるヒューマンスキルの指標が必要と考え
られる。今後の課題としたい。  
特徴的な職種として、プロジェクトマネジメントの職種定着と組織
マネージャとのスキルの近似性がある。ひとつの観点としては他職種
への移動が少なく当該職種で長く経験を積む傾向が強いため組織マネ
ージャになりやすいと考えられる。また、機能組織単位でプロジェク
トを組成した影響の可能性も考えられる。特にプロジェクトと組織の
有期限と継続性の観点から、プロジェクトマネージャのスキルについ
ては、更なる調査分析が必要であろう。折しも、2012 年 9 月にプロジ
ェクトマネジメントが国際標準化（ ISO21500）された。プロジェクト
マネジメントは他職種との関連も強く、担当している IT エンジニアも
多い。また全職種共通スキルの一部にプロジェクトマネジメントが設
定されていることから、更なる高度人材育成のために、国際標準も活
用した人材育成施策の検討が必要であろう。  
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第５章 
 
コミュニケーションスキル補完策の
IT プロジェクトへの適用 
 
 
 
本章では、まず実プロジェクトにおけるスキル育成の課題と IT エン
ジニアのコミュニケーション課題について述べる。つづいて、コミュ
ニケーションのシーンをメンバーがリーダにリスク事象を報告する場
面に限定し、報告しやすい関係づくりにおけるコミュニケーションス
キルの分析結果と、スキル補完策の試行結果について述べる。最後に、
スキル育成補完策としてのコミュニケーション・ファシリテータの実
プロジェクトへの応用例について述べる。調査および実験の結果、よ
い関係づくりがチームの満足度に寄与していることが分かった。また、
よい関係づくりには、必ずしもプロジェクトマネージャが直接関われ
ない場合でも、第三者（コミュニケーション・ファシリテータ）を有
効活用することで代替できることが分かった。  
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5.1. 職場におけるヒューマンスキル育成の課
題 
 
第 2 章で述べたように、日本における IT 企業での人材育成は職場に
よる OJT が中心となっている [Tokumaru 2009]。しかし、OJT の方法
については、現場任せになることが多く、育成効果にばらつきが大き
い [Yoshoda 2008]。  
日本経団連の調査では、企業が新卒採用時に重視する能力として、
「コミュニケーションスキル」は 9 年連続でトップになっている
[Keidanren 2011]。これはソフトウエア業界も同様で、コミュニケー
ションスキルの伸長は IT エンジニア個人にとっても企業にとっても
重要な課題である。本章では、ヒューマンスキルのうち、特に産業界
で注目されているコミュニケーションスキルを取り上げてその育成方
法を検討する。  
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5.2. IT プロジェクトにおけるリーダとメンバ
ーのコミュニケーションとリスク 
 
近 年 の プ ロ ジ ェ ク ト 研 究 に お い て は 、 PMBOK 第 4 版 に
INTERPERSONAL SKILLS が付録として掲載されるなど、プロジェ
クトにおける対人関係に注目が集まっている。プロジェクトにおいて、
メンバーから成果を引き出せるかどうかは、プロジェクトの成否を分
ける重要な課題であり、チームビルディングが注目を集めている。  
一方、プロジェクトのリスク管理の観点では、リスク事象の抽出に
おいて、リーダがリーダシップを発揮し、メンバーからリスクの収集
をすることは重要なアクティビティとして PMBOK にも記載の通りで
ある。その際、リーダとメンバーの人間関係に問題があると適切な報
告 を 受 け る こ と が 難 し い こ と は 自 明 の 事 象 で あ り 、 前 述 の
INTERPERSONAL SKILLS が注目されている理由の一つでもある。  
社会心理学の分野から発展したリーダシップ研究は、リーダ個人の
特性研究から始まり、リーダとメンバーの相互作用・相互認知に関心
が発展、近年では組織行動学や経営学の分野にまたがった学際的な研
究分野となっている。しかし、プロジェクト研究として見た場合、処
方箋的な成果は増えつつあるものの実証研究の蓄積が待たれている状
況にある。  
そこで、本研究では、IT プロジェクトにおけるリーダとメンバーの
コミュニケーション状態とリスク報告について実プロジェクトを調査
した。プロジェクトにおける対人関係研究は、社会科学や他の分野と
比較するとまだまだ蓄積は少なく、研究の多くは実務家による事例分
析であり、実証的な研究の蓄積が待たれている。  
本研究は、リスク抽出のための良好な人間関係をチームビルディン
グのフレームワークを用いて明らかにすることに意義がある。さらに、
分析結果を実際のプロジェクトで検証した点に実務への適用の観点で
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も意義があると考える。  
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5.3. 特定プロジェクトへの調査アプローチ 
 
本研究のアプローチとして、研修プロジェクトでの実験に対するア
ンケートデータの分析と実プロジェクトでの検証を実施した。まずデ
ータ分析では、リスク抽出の前提条件として、①リーダがプロジェク
トの問題状態を検知できること  ②メンバーからリーダに問題事象の
報告が適切に行われる人間関係にあること、を設定し、プロジェクト
におけるリーダとメンバーのコミュニケーション状況と、プロジェク
ト状況の認識齟齬に関する仮説をたて、実験し分析を行った。  
次に、データ分析から導いた解決案を、実プロジェクトに適用した。
すなわち、メンバーがリーダにリスク事象を報告しやすい関係を促進
する役割としてコミュニケーション・ファシリテータ（CF）を任命し、
その効果を検証した。  
 なお、本章では、ある集団をマネジメントする立場の人を「リーダ」
と呼ぶ。  
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5.4. リスク抽出とチームビルディングに関す
る問題と仮説 
 
 
5.4.1. コミュニケーションとリスクに関する問題  
 
一般的に、リーダはプロジェクト情報を多く保持し、プロジェクト
のリスクを考慮しながらプロジェクト全体の見通しを立てる。リーダ
がリスク抽出をするためには、次の 2 つの前提条件が考えられる。①
リーダがプロジェクトの問題状態に気づくことができること、②メン
バーからリーダに問題事象の報告が適切なタイミングでなされること。
しかし、ルールや手続きでメンバーから問題事象の報告をするように
していても、そもそもメンバーがリーダへの報告を疎かに考えている
と、問題事象の伝達は遅くなる。また、リーダが報告内容を粗末に扱
い内容の吟味を怠ると、いざという時に問題が適切に伝わらなくなる。
この積み重ねが重大なプロジェクト問題の誘因となる場面は多い。こ
れらを防ぐためには、リーダとメンバー間でお互いの意見や考えを尊
重して受け止める関係を築くこと、すなわちチームビルディングが重
要であろう。  
 
 
5.4.2. チームビルディング問題  
 
リーダとメンバーの関係に着目すると、前述のリスク抽出のみなら
ず、プロジェクト成功のために、リーダとメンバー間に良好なコミュ
ニケーションが必要であることはいうまでもない [Kaneko 2008]。し
かし、近年の短納期プロジェクトでは人間関係を確立する準備時間と、
相互理解のための十分なコミュニケーション時間を確保することは難
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しい。結果、チームビルディングの騒乱期が長期化し、そのことでメ
ンバーの心的葛藤が高まり、マネジメントへの不満がたまりやすくな
る [Tackman 2008]。このことが問題検知時のエスカレーション遅延や
現場での解決策推進遅延を引き起こすことも多い。また、その状況自
体がプロジェクト問題に発展する場合もある。よって、プロジェクト
初期におけるチームビルディングの支援策が必要と考えられる。  
 
 
5.4.3. 仮説 
 
リスク抽出で重要な「お互いの意見や考えを尊重して受け止める関
係」は、チームビルディングの第 3 段階（規範期）と考えられる。ま
た、チームの騒乱期はプロジェクトの問題状況と考えることができる。
これらより、メンバーがリーダに問題を報告しやすいかどうかを、騒
乱期から規範期に移行しているかどうかと、マネジメントに満足して
いるかどうかで評価することにし、下記の仮説を立てた。  
 
仮説 1：メンバーが騒乱期と考えている状況で、リーダが騒乱期と認
識していない状況では、メンバーのマネジメントへの満足度は低下す
る（リーダが問題状態を検知できていない）。   
 
仮説 2：騒乱期が短期間で収束したチームはマネジメントへの満足度
が高くなる（相互尊重できる人間関係が構築できた）。   
仮説を検証するため、チームマネジメントに関する調査データを 2 年
分（合計 24 チーム）入手、分析を実施した。なお、ここではリーダ・
メンバーそれぞれの認識を調査対象とするため、騒乱期については回
答者の主観に基づくことにした。  
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5.5. 調査データの分析 
 
5.5.1 調査データの概要 
 
分析には 2006 年 7 月と 2007 年 7 月に実施した質問紙調査のデータ
を利用した。当データは研修満足度調査が主たる調査で、チームビル
ディング状態とリーダのマネジメントへの満足度も合わせて調査した
ものである。  
調査対象は、A 社のシステム開発研修受講者それぞれ 90 名で、プロ
ジェクト経験のない新任システムエンジニアである。受講者は 7～8
名のチームに分かれ、その中からリーダを選出、受講者自身でプロジ
ェクトマネジメントを行いながらシステムを開発する。研修は 6 週間
のプロジェクトとして実施し、終了時点で調査を実施した。質問項目
は、大きく次の 4 項目である。①②は A 社要望により 10 段階評価、
③は１週間ごとに「騒乱期」にいるかどうかを「はい・いいえ・不明」
から選択、④は設問に榎田・松尾谷の PS 研究 [Enokida 2005]を参照
したためリッカート 5 段階評価とした。なお、受講者には研修前にタ
ックマンモデルの説明をしており、用語については理解済みの前提で
調査を実施している。調査結果のうち、②③④のデータを分析に使用
した。  
①  研修としての有益度  
②  リーダのマネジメントに対する満足度  
③  チームビルディング状態の認識  
④  リーダのリーダシップと CF 満足（2007 年調査のみ）  
 
 
5.2.2. 調査結果と分析 
 
①  騒乱期有無の認識（2006 年データ）  
 109 
表 5-1 は、リーダ・メンバーの騒乱期認識とメンバーのマネジメン
ト満足度（平均・分散）および騒乱期があったと回答した人が騒乱期
と感じた期間平均を示す。メンバーの騒乱期認識は、あり・なし回答
数の多い方を採用した。  
 
 
表 5-1：騒乱期認識およびマネジメント満足度  
 
※騒乱期 Yes 回答の期間の長い順にソート  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2006-7 Yes Yes 8.93 6.89 6.67
2006-12 Yes Yes 7.14 2.55 4.29
2006-10 Yes Yes 7.81 3.81 4.25
2006-4 Yes Yes 8.57 1.53 3.50
2006-8 No Yes 8.21 1.28 3.20
2006-3 Yes No 8.21 3.06 3.00
2006-9 No Yes 8.21 3.06 3.00
2006-2 No No 10.00 0.00 3.00
2006-1 Yes Yes 8.93 1.53 2.50
2006-5 Yes No 7.50 3.57 2.00
2006-6 No Yes 8.00 3.50 2.00
2006-11 No No 9.17 3.47 2.00
平均 - - 8.39 - 3.28
チーム
騒乱期認識 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
満足度
(平均)
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
満足度
(分散)
騒乱期間
Yes平均
（週）
リーダ メンバー
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図 5-1 は、リーダ・メンバーの騒乱期の認識有無とマネジメントの
満足度を示したものである。図の横軸はリーダの騒乱期有無、縦軸は
メンバーの騒乱期有無、円の大きさはマネジメント満足度を示す（円
の網掛けは後述）。  
 
 
図 5-1：騒乱期の認識とマネジメント満足度  
 
 
リーダとメンバーの騒乱期の認識有無を指標として 4 象限でグルー
プ化し、マネジメント満足度について分散分析を行ったところ、10％
水準（p=0.085、F=4.067）で有意な傾向が認められた。サンプル数が
少ないため多重比較でグループ間に有意差は見られなかったが、デー
タ値を見るとリーダが騒乱期を認識していないケースでは、メンバー
が騒乱期を認識しているグループ（図 5-1 網掛けの 2006-6、2006-8、
2006-9）が、騒乱期を認識していないグループ（ 2006-2、2006-11）
より満足度が小さい。チームが問題状態であるとメンバーが認識して
いるのに対し、リーダがそう認識していない状況は、マネジメントへ
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の不満足が高まると考えられる。  
また、表 5-1 で最も騒乱期が長い 2006-7 は、リーダ・メンバー共に
騒乱期があったと認識しているが抜け出すまでに時間がかかっている。
チームの問題状態の認識一致が必ずしも規範期に向かうキッカケでは
無いことが分かる。騒乱期が長いということは、「お互いの意見や考え
を尊重して受け止める関係」が出来ていない状態が続いていると考え
られ、榎田・松尾谷 [Enokida 2005]が指摘した「ストレスが蓄積する
状態」といえる。2006-7 の満足度の分散が大きいことからもメンバー
がチームに対し様々な想いを持っていたことが伺える。  
 
②  騒乱期の認知タイミング (2006 年データ ) 
図 5-2 に 2006 年のデータからマネジメント満足度の上位・下位各 3
チームを抽出し、時系列で騒乱期にいると答えた人数を示す。図 2 の
実線が上位 3 チーム、点線が下位 3 チームを示す。  
図 5-2 ではマネジメント満足度の高い 3 チームは、プロジェクト中
盤の 3 週目以降で騒乱期と回答した人数が減っているが、満足度の低
い 2006-10 と 2006-12 は中盤以降も騒乱期だと回答したメンバーが上
位群より多い。これより、榎田・松尾谷 [Enokida 2005]が提案した、
早い段階の関係性づくりが満足度に寄与していると考えられる。なお、
2006-5 は全体的に小さい値を示しているが、6 チームのうち 2006-5
のみリーダとメンバーの騒乱期認識が異なっているため、マネジメン
ト満足が低い理由に認識不一致の影響が考えられる。  
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※満足度上位下位各 3 チームを抽出  
図 5-2：騒乱期にいると回答した人数  
 
 
③  コミュニケーション・ファシリテータの影響 (2007 年データ ) 
2007 年は、2006 年の研修に加えて、チームマネジメントのサポー
ト役として、コミュニケーション・ファシリテータ（CF）を設置した。
CF は、プロジェクトタスクそのものは支援しないが、チームマネジメ
ントが円滑に進むためにミーティング運営の支援や、個別の相談にの
り、リーダとメンバーを仲介し、人間関係づくりの観点でマネジメン
トを支援した。  
表 5-2 にメンバーからみたリーダシップ評価とマネジメント満足度、
CF 満足度、騒乱期間を示す。  
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表 5-2：2007 年リーダシップ評価、マネジメント満足度、CF 満足度
および騒乱期  
 
 
各項目の相関係数を求めたところ、リーダが気配り的に行動したと
いう回答とマネジメント満足度の間で相関係数 0.82 となった。それ以
外は騒乱期の長さとリーダの自己中心的行動が 0.59、騒乱期の長さと
マネジメント満足度が -0.57 を示した。この数値からは有意とまでは言
えないものの何らかの関係があると察することができる。その他につ
いては有意な相関を見いだせなかった。  
しかし、そもそも CF の働きが人間関係づくりであることを考慮す
ると、間接的にリーダの気配り的行動を促進した可能性が考えられる。
また、2006 年データと比較すると、2007 年の方が騒乱期は短くなっ
ており、2006 年よりチームビルディングが促進できた可能性が考えら
れる。  
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5.5.3. 調査データに基づいた考察 
 
前項より、仮説 1 についてはある程度の確認ができたと言えよう。
仮説 2 について、有意な相関は見いだせなかったが、前項に記載の通
り、チームビルディングにおけるリーダの気配り行動を経由してマネ
ジメント満足が高まった可能性が考えられる。   
一連のデータ分析からは、リーダとメンバーがプロジェクトの問題
状況を相互に認識し、かつ、問題状況から抜け出すことで、マネジメ
ントへの満足度が高まるとことの予想可能な結果を得た。つまり、リ
ーダとメンバーが相互の意見を尊重しあえる関係になるためには、早
い段階での関係づくり（チームビルディング）が重要であると考察で
きる。  
また、関係づくりに必要なリーダのスキルとしては、リーダが気を
配りながら積極的にチーム状況に働きかけることでメンバーのマネジ
メント満足度が高まることが分かった。これより、CF の役割としては、
リーダの振る舞いをメンバーがどう評価しているかに早めに気づくこ
と、また、それに合わせてリーダおよびメンバーの関係づくりを支援
することが挙げられる。  
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5.6. 実プロジェクトでの検証 
 
5.6.1. 対象プロジェクトと適用経緯  
 
前章の分析によりプロジェクトへの CF 投入に効果の可能性がある
ことが分かった。これを実際のプロジェクトで検証した。  
対象プロジェクトは、A 社のシステム開発プロジェクト X（以降、
X-PJ）と保守開発プロジェクト Y（以降、Y-PJ）である。X-PJ はパ
ートナー企業を含めたメンバー70 名（最大時）、Y-PJ はメンバー20～
30 名を 7 つのサブチームに分割、全体を統括するリーダ（B 氏）を配
置していた。  
X-PJ は 2006 年 4 月からスタートしたが、品質不良などプロジェク
ト問題が発生し、開始から 6 か月目でリーダ変更を伴う再スタートを
余儀なくされた。B 氏は、当初、Y-PJ のリーダを担当していたが、X-PJ
の再スタートと体制変更に伴い、X-PJ のリーダも兼任することになっ
た。  
B 氏の担当範囲が広がったことにより、B 氏は Y-PJ のマネジメント
が十分に行えなくなった。その結果、体制変更後 1 ヶ月で Y-PJ にも
マネジメント問題が発生し始めた。Y-PJ のマネジメント問題を分析し
た結果、B 氏が多忙なため、プロジェクトの問題事象を B 氏とメンバ
ー間で十分に話し合えていないことが分かった。また、十分な話し合
いが出来ないことが起因となり、お互いに不信感が芽生えていること
が分かった。そこで、X-PJ で CF を担当していたメンバー1 名に、Y-PJ
の CF も兼任させることにした。  
CF は、B 氏と X-PJ および Y-PJ のメンバーとの人間関係構築支援
であり、コミュニケーションを円滑に行い、プロジェクト課題の抽出
をしやすくする役割と位置づけた。  
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5.6.2. CF の果たした役割 
 
X-PJ、Y-PJ のいずれも複数のサブチームに分かれていたため、CF
は全チームに対し、ヒアリングを実施した。ヒアリング結果を B 氏と
検討した結果、B 氏とメンバーの関係性およびコミュニケーションの
観点で 3 つの問題パターンを抽出した。  
 
① リーダとメンバーの関係性に問題がある  
② メンバー間に問題がある  
③ 顧客との間に課題がある  
 
対応方法としては、問題パターン①②は CF が介入し、③は B 氏が
リーダとして対応した。  
問題パターン①はそれぞれのサブチームのチームビルディングの状
態に応じ、リーダへのコーチングまたはチーム会議でのファシリテー
ションを実施した。②では、メンバー個々との面談と、その結果を踏
まえリーダへコーチングを実施した。  
また、それぞれのプロジェクトおよびサブチームの緊張状態を和ら
げるため、ミーティングでのお菓子の差し入れや、一息コーナーの設
置など、業務内外でメンバー同士がコミュニケーションを取りやすい
雰囲気を出すよう努めた。表 5-3 に CF の関わり方を整理する。  
 
表 5-3 プロジェクトへの CF の関与方針  
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5.6.3. 評価 
 
X-PJ は、B 氏のコントロールによりチームとしては大きな問題なく
再スタートした。CF は再スタート時に、B 氏とメンバーの関係構築を
サポートしたのみで、騒乱期も比較的スムースに移行し、計画通り再
スタート後 10 カ月で納品を達成した。  
一方、Y-PJ はサブチームごとに状況が異なり、かつ、B 氏と各サブ
リーダ、サブリーダとメンバー間でのコミュニケーション齟齬が五月
雨的に発生したため、CF の工数のほとんどを Y-PJ に投入し対処した。
結果として、チームメンバー全員がチームの課題状況に対する認識を
一致させることができ、プロジェクト課題の解決に向けた協力体制を
とることができた。  
本来であれば、プロジェクトに問題が生じる前からリーダが、メン
バーとオープンな会話時間を設け、本音を話す場を設定するのがよい
[Kaneko 2008]のだが、今回、総勢 90 名を超える大規模体制だったた
め、その実現は不可能に近かった。それを CF が部分的に代替したこ
との効果は大きいと言えよう。  
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5.7. 実務への適用 
 
5.7.1. 騒乱期の早期検知 
 
データ分析から、リーダは騒乱期を早期検知し、手を打つことがチ
ームの関係性構築に大きなインパクトを与えることが分かった。  
2007 年のデータでは、コミュニケーションの促進者として CF を活
用したことで、間接的にせよプロジェクト全体への満足度は向上した
と考えられる。騒乱期を認識しないチームも増加したが、これは騒乱
期だと気付かないうちに適切な手を打てたことも原因のひとつであろ
うと推察する。  
実プロジェクトでは、リーダ自身が CF の役割を担い、メンバーと
こまめにコミュニケーションをとり、騒乱期の兆しをつかむのが重要
である。ただし、規模が大きいプロジェクトでは、PMO（Project 
Management Officer）などの第三者機関に、CF をさせるのもよいだ
ろう。  
 
 
5.7.2. 早期関係性構築 
 
チーム内の関係性を早期に構築する方が騒乱期に対し手を打ちやす
い。騒乱期の問題の核が、役割と責任範囲にあることが多い [Enokida 
2005]ため、それらを明確に定義し、役割と関係性を再構築することが
重要である。  
ただし、関係性構築は、リーダが自己中心的に押しつけるのではな
く、気配りしつつ相互構築する [Tackman 2008]よう仕向けることが重
要である。  
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5.7.3. 関係性構築の支援者として CF を活用 
 
実生活においては、何か問題がこじれたら第三者に仲介してもらう
ことは目新しいことではない。しかし、プロジェクトにおいては、「リ
ーダなのだから」とリーダによる問題解決に期待されるケースは多い。
ところが、人間関係問題においては、リーダ自身が問題の原因である
場合や、短納期かつ多種多様なメンバーを抱えたプロジェクトでは、
ひとりひとりと十分な時間をかけ関係性を構築する余裕は少なく、解
決が困難な場合は多い。  
すべての問題解決をリーダがひとりで行うのではなく、メンバーと
の関係性構築の支援ツールのひとつとして CF を活用することで、よ
り効率的にプロジェクト問題を収集することができるのではないか。  
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5.8. まとめ 
 
本研究は、調査対象を IT プロジェクトに設定し、コミュニケーショ
ンスキルとリスクの関係から、特にリーダのコミュニケーションスキ
ルの影響を検討した。IT プロジェクト現場におけるチームビルディン
グ研究において、理論的評価は高いものの実証研究の蓄積が待たれて
いた榎田・松尾谷モデルを実証調査した点に、価値があると言えよう。
また、研修プロジェクトでの実験データ分析の結果をもとに、実プロ
ジェクトで CF の活用効果を検証したことに意義がある。コミュニケ
ーションスキルがよい状態をつくるには、リーダのコミュニケーショ
ンスキルが必要だが、プロジェクトを経験しながらそれを育てるのは
難しい。そこで、スキル育成のサポートとして CF を活用することは
一定の効果があると考えられる。もし、スキル育成が出来なかった場
合でも、CF がその補完役として機能し、プロジェクト全体から見た場
合のコミュニケーション状態はよい状態に保たれると考えられる。  
プロジェクトにおいて、IT エンジニアは複数の役割を兼務すること
が多い。特に少人数のプロジェクトではプロジェクトマネージャが
様々な役割を果たすことが増えるが、必ずしもすべての役割スキルを
保有する必要はなく、共通的なスキルを補完しあうことでプロジェク
ト全体の成功に近づくのではないだろうか。本研究の成果は、現場で
のスキル育成のみならず、プロジェクト全体の役割分担を検討する際
の大きなヒントになったと言えよう。  
今回の研究では、既存の調査データを分析に使用した。より正確な
分析をする上でも、継続的なデータ収集と共に、さらなる考察を踏ま
えた仮説構築とそれに基づいた調査、データ分析を実施し、リスク抽
出に効果的な関係性の構築方法について検討していきたい。  
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第６章 
 
結論 
 
 
 
本研究では、日本のソフトウエア産業を人的資源の側面から俯瞰し
た。まず、IT エンジニアの職種選択とスキルの実態を明らかにするた
め、ITSS を利用した全国スキル調査データを用い業界全体を広く俯瞰
した。続いて、企業における職種選択とスキルを詳細に調査した。さ
らに、現場での人材育成のヒントを得る目的で、模擬プロジェクトに
おけるコミュニケーションスキルの育成策について実験を行い、それ
を実プロジェクトに適用し、評価を行った。  
これらの研究により、専門技術職でありながら複数の職種経験を重
ねる IT エンジニアの職種選択の実態を明らかにした点において本研
究の意義があるといえる。職種によって経験年数によりスキル自己評
価に変化があることを見出したことは、IT エンジニアのキャリア研究
への貢献となろう。また、企業からみた人材育成の視点において、プ
ロジェクトマネージャという職種限定ではあるものの、現場での育成
について、具体的なスキル育成策としてコミュニケーションスキル育
成のヒントとそのスキル補完策を提案したことに意義がある。専門教
育を受けていない人も多く就職するソフトウエア産業は、多様なキャ
リア観とスキルを保有する人が協力しあって情報システムを開発して
いる。彼らの実態を把握することは、企業の人材育成策にとって有益
であると考えられる。  
第 2 章で述べたように、IT 業界の変化は激しく、スペシャリストと
して IT エンジニアに期待される技術内容も大きく変化している。さら
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に、IT 人材白書 2013 が指摘しているように、IT エンジニア自らは「自
己研鑚の必要性は分かっているものの行動に移せていない」という状
況にある [IPA 2013a]。本研究では、特定企業における経験職種とスキ
ルの関係を評価したが、それによると、 IT エンジニアは ITSS で定義
された職種単位での経験を重ねるのではなく、複数の職種を組み合わ
せて経験を積んでいることが分かった。このことから、ソフトウエア
企業においては事業部門単位でプロジェクトを構成し、事業の状況に
併せてフレキシブルに役割を変えている IT エンジニアの姿を伺うこ
とができよう。今後さらに企業間競争が激化する中で、ソフトウエア
企業にとっては自社の事業戦略と人材戦略の融合が必要となり、育成
策もますます重要になると考えられる。よって、人材戦略策定に利用
しやすいスキルデータが必要になろう。またソフトウエア企業では、
自社の人的資源データを把握すると同時に、ベンチマークとしての業
界スキル標準へのニーズも高まると考えられる。すなわち、ITSS で定
義された職種での評価ではなく、複数職種を持ち合わせた人材像とし
てのスキル把握の必要性が高まるのではないだろうか。  
2003 年に ITSS が発表されて 10 年を経て、ITSS の知名度は高まっ
ているもののその活用率は 25％程度と高くない [IPA 2013a]。従業員
1000 名以上の大企業においては 83％が利用しているが、特に中小企
業で普及していない理由は、１人で多くの役割を担わねばならない，
すなわち複数職種を組み合わせた働き方をしなければならない状況に
起因するのではないだろうか。2012 年に IPA は「タスク」「人材」「ス
キル」を組み合わせてユーザ企業とソフトウエア企業のスキル体系を
統合した CCSF を発表した [IPA 2013a]が、依然、 IT エンジニアのス
キルベースは ITSS にある。しかし、11 職種単位に定義された ITSS
以外のスキル把握の方法を検討する必要が生じているのではないだろ
うか。例えば、 IT エンジニアの育成には ITSS だけでなく、コンピテ
ンシーやキャリア観なども考慮する必要がある。より多角的に IT エン
ジニアの職種とスキルを整理する必要があろう。  
また、繰り返し述べてきたように、IT エンジニアの就業前の高等教
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育内容は様々であり、就職後の職種選択も様々である。今後ますます
変化が激しくなると予想される IT 業界では、さらに高度な IT スキル
を利活用できる人材育成が必要であり、IT エンジニアの多様化・スキ
ル高度化は進むと考えられる。今後の研究テーマとして、就職前の教
育と職場における育成策の融合について検討したい。  
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